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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　歯科用アセンブリの製造方法であって、
　圧縮性材料を歯科用物品の外側ベース面と接触させて配置する工程と、
　第１の分量の未硬化歯科用組成物を前記圧縮性材料と前記外側ベース面の少なくとも一
方に、前記未硬化歯科用組成物の少なくとも一部分が、前記外側ベース面と前記圧縮性材
料との間に配置されるように塗布する工程と、
　前記圧縮性材料を前記外側ベース面に固定するために、前記第１の分量の歯科用組成物
の少なくとも一部分を硬化させる工程であり、前記外側ベース面の前記少なくとも一部分
が、硬化した前記歯科用組成物に接していない、硬化させる工程と、
　その後、第２の分量の未硬化歯科用組成物を前記圧縮性材料に塗布する工程であり、前
記第２の分量が、前記外側ベース面に垂直な方向から見たときに前記第１の分量の硬化し
た一部分を少なくとも部分的に取り囲むようにする、塗布する工程と、を含む方法。
【請求項２】
　歯科用アセンブリの製造方法であって、
　歯に固着するように適応された外側ベース面を有する歯科用物品を準備する工程と、
　第１の分量の未硬化歯科用組成物を、前記外側ベース面の全体より小さい前記外側ベー
ス面の一部分に塗布する工程と、
　圧縮性材料を前記第１の分量並びに前記外側ベース面と接触させて配置する工程と、
　前記第１の分量を硬化させて前記圧縮性材料を前記歯科用物品に固定する工程と、
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　第２の分量の未硬化歯科用組成物を前記圧縮性材料に塗布して、前記外側ベース面に垂
直な方向から見たときに、前記第２の分量が、硬化した前記第１の分量を少なくとも部分
的に取り囲む工程と、を含む方法。
【請求項３】
　歯科用アセンブリであって、
　歯に固着するように適応された外側ベース面を有する歯科用物品と、
　前記外側ベース面の少なくとも一部分と接触して拡がる圧縮性材料と、
　前記圧縮性材料に吸収され、前記外側ベース面の全体より小さい前記外側ベース面の一
部分と接触する硬化歯科用組成物と、
　前記圧縮性材料に吸収され、前記外側ベース面に垂直な方向から見たときに前記硬化歯
科用組成物を少なくとも部分的に取り囲む未硬化歯科用組成物と、を含む、歯科用アセン
ブリ。
【請求項４】
　前記硬化歯科用組成物が、前記外側ベース面の全面積に対して前記外側ベース面の約２
パーセント～３０パーセントに亘って拡がる、請求項３に記載のアセンブリ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　歯科用のアセンブリ及び関連方法が提供される。より詳細には、歯科用物品を歯の表面
に固着するアセンブリ及び関連した方法が提供される。
【背景技術】
【０００２】
　歯科学分野における歯科用物品の歯への固着を含む応用例は、数が多く様々である。そ
のような１つの応用例は、特殊な歯列矯術分野にある。歯列矯正術は、患者の歪んだ歯を
適切な位置に矯正し誘導する工程と関連した歯科学分野である。そのような処置の恩恵に
は、咬合機能、清潔さ及び審美性の改善がある。
【０００３】
　矯正治療は、一般に、治療中に患者の歯に一時的に固着される歯科用物品（又は、装具
）を使用する。固定式装具治療として知られる一種の矯正治療では、ブラケットと呼ばれ
る装具が、患者の歯の表面に取り付けられる。臼歯管と呼ばれる他の装具は、一般に、患
者の後方（臼歯）歯に取り付けられる。治療を行うときは、ステンレス鋼又は形状記憶合
金の「Ｕ」字形アーチワイヤをブラケットのスロットに入れ、ワイヤの終端が臼歯管に収
容される。最初、アーチワイヤは、ブラケット及び臼歯管と係合されたときに撓み、時間
の経過により徐々に元の形状に戻る。このようにして、アーチワイヤの弛緩によって、歯
が元の位置から所定の位置に動かされる。
【０００４】
　接着剤を使用して矯正装具を歯に固着することは一般的な手法である。接着剤は、一般
に、装具の固着面に被覆される。装具を歯に取り付けた後で、接着剤を固化して強い固着
を作成する。適切な歯列矯正接着剤は、２年以上続くことがある矯正治療期間中ずっと装
具と歯との間に安定かつ確実な固着を維持するために高い強度を提供しなければならない
。しかしながら、接着剤固着は、治療が終わったときに装具が過度に取り外しが難しくな
るほど強力であってはならない。また、理想的な接着剤は、装具を歯に付けた後でずれる
のを防ぎ、歯列矯正医による取り扱いを容易にする適度な粘着性と粘性を有しなければな
らない。
【０００５】
　従来の接着剤は、石英やシリカ充填材などの大量の硬質充填材が加えられた高分子樹脂
である。固着手順では、通常、接着剤が隙間充填材として働く必要があるため、装具の固
着面に多めの接着剤が塗布される。歯表面と装具の固着面との間にずれがあるときは、固
着を維持し、食物とプラークが溜まる可能性のある隙間ができるのを防ぐため、接着剤が
、装具と歯との間の空間を埋める。装具が歯に完全に取り付けられたとき、過剰な接着剤
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は、基部の周囲に沿って滲み出る。この過剰な接着剤は、「フラッシュ」として知られ、
接着剤の硬化前に施術者によって手で除去される。
【０００６】
　接着剤フラッシュの存在は、有害なことがある。特に装具の不注意による乱れが固着信
頼性に悪影響を及ぼすことがあるので、フラッシュの除去は、時間がかかる。更に、過剰
な接着剤の不完全な除去は問題となる。不完全な除去は、特に、アクセスが制限された後
方領域とフック式装具の後ろで一般的である。完全に除去されない場合、過剰な接着剤は
、細菌が溜まる場所を提供する。そのような細菌は、基礎となる歯構造を侵食し劣化させ
、歯の脱灰と変色の原因になる。更に、露出した接着面は、食物又は飲料で汚れがちであ
る。最後に、硬い充填剤の存在は、硬化後に接着剤の除去を困難にし、患者を不快にする
。
【０００７】
　圧縮性材料を使用する改善されたアセンブリ、方法、及びキットは、米国特許公開第２
００８／００９６１５０号（Ｃｉｎａｄｅｒ）に開示されている。これらは、矯正装具の
ような歯科用物品を歯に固着する際に有利に適用することができる。例えば、矯正装具の
基部の表面と歯構造との間の隙間を埋めることができる圧縮性材料を、未充填又は少し充
填した硬化性歯科用組成物と組み合わせて、歯列矯正接着剤を提供することができる。こ
の組み合わせで被覆された装具が、歯に取り付けられたとき、過剰な歯科用組成物が、圧
縮性材料から横方向に押し出され、圧縮性材料が、装具と歯との間に保持される。フラッ
シュの掃除が不要だと好都合である。余分な歯科用組成物が充填されないか少しだけ充填
されるので、歯科用組成物を歯の上に保持することができ、患者の歯ブラシによってやが
て除去することができる。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　米国特許公開第２００８／００９６１５０号（Ｃｉｎａｄｅｒ）に開示された圧縮性材
料を使用する多成分系は、当該技術分野における重要な進歩を提供する。しかしながら、
そのような概念を、種々様々な物品、歯科用組成物、及び圧縮性材料と共に使用できるよ
うにすることに継続的な関心がある。特に関心があるのは、圧縮性材料と歯科用組成物と
の組み合わせを歯科用物品に取り付ける方法である。歯科用物品は、一般に、種々様々な
状況で特定の歯科用物品への固着を可能にするアンダーカット特徴形状を有する。矯正装
具は、一般に、機械的保定によって十分な固着強度を提供するアンダーカット特徴形状を
有する固着基部面を有する。
【０００９】
　一態様では、歯科用アセンブリの製造方法が提供される。方法は、圧縮性材料を歯科用
物品の外側ベース面と接触させて配置する工程と、第１の分量の未硬化歯科用組成物を圧
縮性材料と外側ベース面の少なくとも一方に、未硬化歯科用組成物の少なくとも一部分が
、外側ベース面と圧縮性材料との間に配置されるように塗布する工程と、第１の分量の歯
科用組成物の少なくとも一部分を硬化させて、圧縮性材料を外側ベース面に固定する工程
であって、外側ベース面の少なくとも一部分が、硬化した歯科用組成物に接していない工
程と、第２の分量の未硬化歯科用組成物を圧縮性材料に塗布する工程であって、第２の分
量が、外側ベース面に垂直な方向から見たときに第１の分量を少なくとも部分的に取り囲
むようにする工程と、を含む。
【００１０】
　別の態様では、歯科用アセンブリの製造方法は、歯に固着するように適応された外側ベ
ース面を有する歯科用物品を準備する工程と、第１の分量の未硬化歯科用組成物を、外側
ベース面全体より小さい外側ベース面の一部分に塗布する工程と、圧縮性材料を第１の分
量及び外側ベース面と接触させて配置する工程と、第１の分量を硬化させて圧縮性材料を
歯科用物品に固定する工程と、第２の分量の未硬化歯科用組成物を圧縮性材料に塗布して
、外側ベース面に垂直な方向から見たときに、第２の分量が、第１の分量を少なくとも部
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分的に取り囲む工程と、を含む。
【００１１】
　更に別の態様では、歯に固着するように適応された外側ベース面を有する歯科用物品を
準備する工程と、
　圧縮性材料を外側ベース面と接触させて配置する工程と、圧縮性材料と外側ベース面の
少なくとも一部分に未硬化歯科用組成物を塗布する工程と、外側ベース面全体の面積より
小さい面積を有する外側ベース面の一部分上に拡がる歯科用組成物を硬化する工程であっ
て、外側ベース面の一部分の上に延在しない少なくとも一部分の歯科用組成物が未硬化の
ままになるようにする工程と、を含む、アセンブリの製造方法が提供される。
【００１２】
　更に別の態様では、歯に固着するように適応された外側ベース面を有する歯科用物品と
、外側ベース面の少なくとも一部分と接触し全体に拡がる圧縮性材料と、圧縮性材料に吸
収され、外側ベース面全体より小さい外側ベース面の一部分と接触する硬化歯科用組成物
と、圧縮性材料に吸収され、外側ベース面に垂直な方向から見たときに硬化組成物を少な
くとも部分的に取り囲む未硬化歯科用組成物と、を含む、歯科用アセンブリが提供される
。
【００１３】
　歯科用物品の表面積に対する硬化歯科用組成物の被覆領域を制限することにより、いく
つかの驚くべき利点が提供される。第１に、圧縮性材料の柔軟性が大きく保持され、固着
中の接着アセンブリの歯表面との順応性が改善される。第２に、この構成により、歯科用
組成物を使用して、未硬化歯科用組成物によって部分的又は完全に封入される歯科用物品
に圧縮性材料を固定することができる。この結果、歯科用物品の表面領域の縁で破壊界面
として働くことがある境界面が減少するか又はなくなり、それにより、接着信頼性が強化
される。第３に、これらの方法により、表面領域全体に亘り圧縮性材料の厚さをカスタマ
イズすることができ、それにより、固着中の接着アセンブリの歯表面への合致が改善され
る。最後に、これらの方法は、これらの歯科用アセンブリの生産を著しく容易にする。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の一実施形態による歯科用アセンブリの特定の構成要素の側面断面図。
【図２】図１で参照した歯科用アセンブリの中間物を作成する際の一工程を示す側面断面
図。
【図３】図１及び図２で参照した歯科用アセンブリの中間物を示す側面断面図。
【図４】図１～図３で参照した完成した歯科用アセンブリを示す側面断面図。
【図５】本発明の別の実施形態による歯科矯正アセンブリの構成要素の垂直断面図。
【図６】図５で参照した歯科用アセンブリを作成する際の一工程を示す側面断面図。
【図７】図５及び図６で参照された完成した歯科用アセンブリを示す側面断面図。
【図８】本発明の更に別の実施形態による固着可能な矯正装具の側面図。
【図９】本発明の別の実施形態によるパッケージ物品の斜視図。パッケージ物品は、部分
的に開かれたカバーを有する。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本明細書に記載されるアセンブリ及び方法は、歯科用物品の表面（例えば、歯科矯正装
具の基部）と歯牙構造との間の隙間を充填することができる圧縮性材料を含む。本明細書
に記載されるアセンブリ及び方法は、任意に、圧縮性材料と、有利に不充填又は低充填で
あることができる硬化性歯科用組成物との組み合わせを含む。圧縮性材料と不充填又は低
充填硬化性歯科用組成物との組み合わせは、適用のための適切な取り扱い特性と硬化の際
の適切な接着剤特性とを提供することができる一方、所望に応じて、施術者が余分な歯科
用組成物を簡単に除去することを可能にする。あるいは、そのような余分な不充填若しく
は低充填の硬化性又は硬化した歯科用組成物は、典型的には、ブラッシングによって数日
以内に除去され得る。
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【００１６】
　本発明のアセンブリ及び方法は、歯科用物品を歯牙構造に適用し、硬化性歯科用組成物
を硬化すると、固着の一部となる圧縮性材料を含む。本明細書で使用するとき、「圧縮性
材料」は、典型的には、歯科用物品を歯牙構造上に置く及び／又は位置付けるのに用いら
れる、圧力を加えると体積が減少する材料である。歯科用物品を歯構造上に配置し及び／
又は位置決めするために典型的に使用される力は、面積０．０１６４平方インチ（０．１
１ｃｍ２）の固着基部に印加される０．５～５重量ポンド（２．２～２２．２ニュートン
）であり、これは、０．２～２．０メガパスカル（ＭＰａ）の計算圧力に対応する。圧縮
体積／初期体積の比率（即ち、圧縮率）は、使用される圧縮性材料により異なる。しかし
ながら、圧縮率は、典型的には０．９～０．００１、特定の実施形態では０．７～０．０
１、他の特定の実施形態では０．５～０．１である。
【００１７】
　本明細書で使用するとき、圧縮性材料は弾性及び／又は非弾性材を含むことができる。
弾性圧縮性材料は、例えば、室温又は口腔温で、材料を圧縮するために使用される圧力の
解放後、好ましくは３０秒以内に実質的に回復する（例えば、少なくとも初期体積の９９
％まで）材料を含む。弾性圧縮性材料の例には、ポリマーフォーム、弾性スクリム、弾性
不織布、及びこれらの組み合わせが挙げられるが、これらに限定されない。
【００１８】
　非弾性圧縮性材料は、実質的に回復しない材料、即ち、室温又は口腔温度で、好ましく
は材料を圧縮するために使用された圧力の解放後３０秒以内に、初期体積の最大でも５０
％、特定の実施形態では最大でも２５％、１０％、更には５％まで回復する材料である。
非弾性圧縮性材料の例には、脆性材料（例えば、架橋ポリマーフォーム、ガラスバブル、
ガラス繊維、セラミック繊維、及びこれらの組み合わせ）と、反発のない他の材料（例え
ば、極柔材料、即ち最も柔軟で展性がある状態の材料）が挙げられるが、これらに限定さ
れない。実質的に回復性のない材料の例には、実質的に回復性のない発泡材、実質的に回
復性のない繊維及び／又は繊維マット、圧縮時に少なくとも部分的に潰れる空所を有する
材料（例えば、紙、ポリマー、及び／又はポリマーフォームから作成された折り畳み式ハ
ニカム構造）、織物ニット構造、及びこれらの組み合わせが挙げられるが、これらに限定
されない。いくつかの実施形態については、歯科用物品を歯牙構造上に置いた及び／又は
位置付けた後（例えば、歯科用組成物を硬化（hardening）及び／又は硬化（curing）す
る前及び／又は最中）に、圧縮性材料を圧縮するのに使用される圧力を維持する必要がな
いという点で、非弾性圧縮性材料が有利であり得る。
【００１９】
　例えば、多孔質材料、発泡材料、及びカプセルを含む材料を含む多種多様な圧縮性材料
を、本発明のアセンブリ及び方法に使用することができる。圧縮性材料は、親水性材料、
疎水性材料、又はこれらの組み合わせであることができる。圧縮性材料はあらゆる色であ
ることができ、特定の実施形態には白色又はオフホワイトの圧縮性材料が好ましい。特定
の実施形態では、不透明又は有色の圧縮性材料は、装具が取り外された後で歯表面に残る
物質の視覚化を支援することができる。圧縮性材料は、均一又は不均一な厚さのものでよ
い。圧縮性材料は、層状であってよい（例えば、単層又は多層）。多層圧縮性材料は、同
じ層及び／又は互いに異なる層でよい。
【００２０】
　圧縮性材料を含むアセンブリは、更に、圧縮性材料と接する追加の構成要素を含むこと
ができる。例えば、アセンブリは、圧縮性材料と接して使用中に水分許容性を高める水ス
カベンジャー（例えば、沈降シリカ及び／又は分子ふるい）を含むことができる。別の例
では、アセンブリは、更に、圧縮性材料の物理特性と接着特性を修正するために、圧縮性
材料に接して（例えば、埋め込まれるか固着された）充填材（例えば、フルオロアルミノ
シリケートガラス粒子）を含むことができる。
【００２１】
　いくつかの実施形態では、圧縮性材料は、歯科用接着剤や下塗剤など、必要に応じて部
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分的に硬化された発泡硬化性歯科用組成物であり、又はこの組成物を含む。例えば、炭化
水素発泡剤（例えば、プロパンとイソブタン重量で１：１の混合物）を使用して、メタク
リルレート含有硬化性歯科用組成物を発泡させることができる。
【００２２】
　圧縮性材料が多孔質材料である実施形態では、多種多様な多孔質材料を、本発明のアセ
ンブリ及び方法に使用することができる。本明細書で使用するとき、「多孔質材料」は、
孔（例えば、空隙及び／又は脈管）を含む材料である。好ましい実施形態では、孔は互い
に連通しているので、その中に含まれる材料（例えば、硬化性歯科用組成物）は、例えば
、多孔質材料を圧縮している間、孔の間を通過する（例えば、パーコレートする）ことが
できる。そのような実施形態では、多孔質材料と硬化性歯科用組成物の表面エネルギーは
、例えば、小さい差を有するように選択することができ、その結果、硬化性歯科用組成物
が、圧縮性材料を湿らせて、硬化するまで多孔質材料中に硬化性歯科用組成物が残留する
のを支援し、機械的性質と加水分解安定性を高めることができる。
【００２３】
　例示的な多孔質材料には、フォーム（例えば、セルロースフォーム、ガラスフォーム、
ポリマーフォーム、及びこれらの組み合わせを含むポリマーフォームなど）、スポンジ、
不織布、ガラス繊維（例えば、ガラスウール）、セラミック繊維、綿繊維、アセテート繊
維、織マット、不織マット、スクリム、及びこれらの組み合わせが挙げられる。代表的な
材料は、例えば、米国特許第４，６０５，４０２号（Ｉｓｋｒａ）、同第４，８６５，５
９６号（Ｗｅｉｓｍａｎら）、同第５，６１４，５７０号（Ｈａｎｓｅｎら）、同第６，
０２７，７９５号（Ｋａｂｒａら）、同第６，６４５，６１８号（Ｈｏｂｂｓら）、日本
特許出願公開ＪＰ６３１７０４３７（Ｓａｋａｄｏｕら）、及びＮａｃｈｔナらの「Ｔｈ
ｅ　ｍｉｃｒｏｓｐｏｎｇｅ：ａ　ｎｏｖｅｌ　ｔｏｐｉｃａｌ　ｐｒｏｇｒａｍｍａｂ
ｌｅ　ｄｅｌｉｖｅｒｙ　ｓｙｓｔｅｍ」，Ｔｏｐｉｃａｌ　Ｄｒｕｇ　Ｄｅｌｉｖｅｒ
ｙ　Ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎｓ，Ｄ．Ｗ．Ｏｓｂｏｒｎ　ａｎｄ　Ａ．Ｈ．Ａｍｍａｎ（
Ｅｄｓ．），Ｍａｒｅｌ　Ｄｅｋｋｅｒ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，ｐｐ．２９９～３２５（１
９９０）に記載されている。
【００２４】
　圧縮性材料が繊維を含む実施形態の場合、繊維は、マット又はスクリムを形成するため
に必要に応じて拘束されてもよい（例えば、反応性シラン、硬化性樹脂、又はコロイドシ
リカを使用して）。特定の実施形態では、マットは、例えば、短く切断したガラスや他の
緩く束縛された繊維を使用して作成することができる。必要に応じて、例えば、水溶性又
は分散性封入材（例えば、ポリビニルアルコール）を使用することにより、繊維を一時的
にシート又はウェブ内に封入して切断と取り扱いを支援することができる。そのような実
施形態では、マットを所望の形状に切断し、ブラケットの外側ベース面に取り付けること
ができ、また一時的な封入材を洗い流すことができる。特定の実施形態では、補強材（例
えば、短い切断した繊維）を加える担体として不織布構造を使用して、硬化時に形成され
る複合物の強度を高めることができる。
【００２５】
　必要に応じて、圧縮性材料を調製するためにメルトブロー繊維形成法が使用される。標
準のメルトブロー繊維形成法は、同一出願人による米国特許公開第２００６／００９６９
１１号（Ｂｒｅｙら）に開示されている。ブロー成形されたマイクロファイバー（ＢＭＦ
）は、溶融ポリマーをダイに入れてそこから流し出すことによって作製され、この流れは
、ダイ空洞内のダイの幅全体に広がっており、ポリマーは、一連のオリフィスを通じてダ
イからフィラメントとして押出される。一実施形態では、加熱された気流は、ダイ出口（
チップ）を形成する一連のポリマーオリフィスと隣接している空気分流板及びエアナイフ
アセンブリを通過する。この加熱された気流は、温度と速度の両方を調節することで、ポ
リマーフィラメントを所望の繊維直径まで細くする（延伸する）ことができる。ＢＭＦ繊
維は、この乱気流の中を、回転している表面に向かって運ばれ、表面で回収されるとウェ
ブが形成される。
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【００２６】
　従来、「ブローマイクロファイバー」は、液化した繊維形成材料を型の微細な穴から高
速ガス流に押し出すことによって作成された個別のきわめて細い不連続的な繊維であり、
押し出された材料は、最初に、ガス流によって希釈され、次に繊維の塊として凝固し、ガ
ス流内で横方向に動かされるスモールメッシュワイヤスクリーン上に収集される。スクリ
ーンの穴は、ガス流の一部分の通過を可能にするが、繊維は、スクリーン上に、平坦又は
厚さが一定の凝集性ウェブとして集まる。ウェブは、最も多くの場合、収集スクリーンか
ら除去され有用なサイズに切断された後で収集形態で使用される。
【００２７】
　特定の実施形態では、圧縮性材料は、硬化性歯科用組成物（例えば、フルオロアルミノ
シリケートガラス繊維）の全て又は一部分を含む繊維を含むことができる。
【００２８】
　ポリマー発泡体としては、例えば、米国特許第５，７７０，６３６号（Ｗｅｒｎｓｉｎ
ｇら）及び同第５，８１７，７０４号（Ｓｈｉｖｅｌｙら）に記載されているような連続
気泡発泡体、例えば、ＷｅｓｔｅｒｍａｎらのＢｒｉｔｉｓｈ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　
Ｓｐｏｒｔｓ　Ｍｅｄｉｃｉｎｅ，３６：２０５～２０８（２００２）に記載されている
ような独立気泡発泡体、又はこれらの組み合わせを挙げることができる。あるいは、独立
気泡発泡体は、例えば、米国特許第６，６４５，６１８号（Ｈｏｂｂｓら）に記載されて
いるように配向しマイクロファイバー化した場合に、多孔質繊維性物品に変換することが
できる。発泡体構造の表面における親水性／親油性の均衡は、例えば、米国特許第６，７
５０，２６１号（Ｃｌｅａｒら）に記載されているように、調製中に、例えば、高分子電
解質又は官能化粒子を使用して修飾することができる。いくつかの実施形態では、発泡体
は、熱的手段、化学的手段（例えば、酸エッチング、コロナ処理、プラズマエッチング、
グロー放電、若しくは火炎処理）、及び／又は光化学的手段（例えば、紫外線照射）によ
って表面修飾することができる。
【００２９】
　特定の実施形態では、ポリマー発泡体は、少なくとも５０体積％、好ましくは少なくと
も７０体積％、より好ましくは少なくとも８５体積％、更により好ましくは少なくとも９
５体積％の空隙体積を有する。特定の実施形態では、ポリマー発泡体は、最大でも９９．
９体積％、好ましくは最大でも９９．５体積％、より好ましくは最大でも９９体積％、更
により好ましくは最大でも９８体積％の空隙体積を有する。ポリマーの嵩密度が、典型的
にはほぼ１．０であるポリマー発泡体の場合、発泡体密度は空隙体積と密接に相関する。
【００３０】
　特定の好ましい実施形態では、アセンブリは更に、多孔質材料の小孔内に少なくとも部
分的に硬化性歯科用組成物を含むことができる。そのような実施形態では、空隙体積の少
なくとも８０体積％、好ましくは少なくとも９０体積％、より好ましくは１００体積％が
硬化性歯科用組成物で充填される。
【００３１】
　圧縮性材料が多孔質発泡体（例えば、セルロース発泡体、ガラス発泡体、セラミック発
泡体、ポリマー発泡体、及びこれらの組み合わせ）である特定の実施形態では、発泡体を
当該技術分野において既知の多種多様な方法によって調製することができる。例えば、多
孔質発泡体は、１つ以上の起泡剤を材料に組み込み、起泡剤（１つ以上）を活性化するこ
とによって調製することができる。発泡剤とも呼ばれる起泡剤は、プラスチック、ゴム、
及び熱硬化性樹脂を発泡させて、気泡質構造を材料に付与するために使用することができ
る。化学起泡剤は、活性化温度まで加熱されたとき、分解してガスを放出することによっ
てセルを形成する。一方、物理的発泡剤は、通常は室温で液状であり、加熱すると揮発す
る。発泡体はまた、泡若しくは中空カプセルを材料中に分散することによって、又は物理
的発泡剤を封入し、加熱すると泡に拡張する微小球を使用することによって調製すること
ができる。あるいは、連続気泡発泡体は、油中水型エマルションを混合し、油相を熱的又
は化学的に重合し、次に水を除去することによって作成することができる。圧縮性材料が
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多孔質発泡体である特定の実施形態では、多孔質発泡体は、硬化性歯科用組成物を発泡さ
せ、必要に応じて少なくとも部分的に硬化させることによって調製することができる。例
えば、メタクリルレートを含む硬化性歯科用組成物は、炭化水素発泡剤（例えば、プロパ
ン、イソブタン、又はロパンとイソブタンとの重量で１：１の混合物などの組み合わせ）
を使用して発泡されてもよい。
【００３２】
　圧縮性材料がカプセルを含む実施形態では、カプセルは好ましくは中空であり、歯科用
装具を歯牙構造に適用する間に通常の圧力を受けることによって破裂することができる。
必要に応じて、カプセルを含むアセンブリは更に、カプセルの外側面の少なくとも部分的
に硬化性歯科用組成物を含むことができる。必要に応じて、中空カプセルを含むアセンブ
リは、更に、カプセル内に少なくとも部分的にある硬化性歯科用組成物を含むことができ
る。必要に応じて、中空カプセルを含むアセンブリは、更に、カプセルの少なくとも一部
分の内側に液体（例えば、水性又は非水性）を含むことができる。例えば、中空カプセル
を含むアセンブリは、更に、カプセルの少なくとも一部分の内側に水を含むことができ、
この水は、カプセルが圧縮時に破壊されたときに放出されてもよい。圧縮時の水の放出は
、例えば、圧縮性材料が、溶解及び／又は分散時に有益であり得る水溶性又は分散性材料
（例えば、ポリアクリル酸）を含む場合に有用である。水の放出は、また、酸塩基硬化反
応を開始することがある。あるいは、カプセルは、酸化還元対の半分を含み、放出時に硬
化反応を開始することがある。例えば、マイクロカプセル（即ち、典型的には１０マイク
ロメートル未満の直径を有するカプセル）、中空ガラスビーズ（例えば、ガラスバブル）
、中空プラスチックビーズ、セラミックバブル、及びこれらの組み合わせを含む種々様々
なカプセルを使用することができる。代表的な材料は、例えば、米国特許第４，３０３，
７３０号（Ｔｏｒｏｂｉｎ）、同第４，３３６，３３８号（Ｄｏｗｎｓら）、同第５，０
４５，５６９号（Ｄｅｌｇａｄｏ）、及び同第５，８６１，２１４号（Ｋｉｔａｎｏら）
に開示されている。
【００３３】
　本発明のアセンブリ及び方法は、歯科用物品と圧縮性材料を含む。特定の実施形態では
、アセンブリは、歯科用物品の表面に取り付けられた圧縮性材料層を含む。圧縮性材料が
その表面に取り付けられた歯科用物品は、下塗りされた接着剤上に剥離基材（例えば、剥
離ライナー）を有する歯科用物品（例えば、プレコート歯科矯正装具）とは区別すべきで
ある。物品の使用前又は使用中に除去されるように設計された剥離基材とは対照的に、歯
科用物品の表面に取り付けれた圧縮性材料は、物品を使用する間、歯科用物品上に残るよ
うに設計されており、実際には、歯科用物品と硬化性歯科用組成物を歯牙構造に適用し、
硬化性歯科用組成物を硬化すると、固着の一部となる。
【００３４】
　外側ベース面と圧縮性材料を有する歯科用物品を含む、本発明のアセンブリ及び方法の
実施形態の場合、圧縮性材料は、圧縮性材料が物品の外側ベース面に連続層を形成できる
ようなサイズと形状のものでよい。代替の実施形態の場合、圧縮性材料は、物品の表面に
不連続層（例えば、中心の穴）を形成できるようなサイズと形状のものでよい。
【００３５】
　圧縮性材料は、物品の外側ベース面より大きい領域、物品の外側ベース面と同一の広が
りを持つ領域、又は物品の外側ベース面より小さい領域を有する層を形成することができ
る。特定の実施形態の場合、物品の外側ベース面より小さい領域を有する層を、物品の外
側ベース面上に配置して、圧縮時に圧縮性材料が物品の外側ベース面を越えて延在しない
ようにできるので有利である。
【００３６】
　圧縮性材料は、必要に応じて配置することができる２つ以上の異なる材料を含んでもよ
い。例えば、特定の実施形態では、２つ以上の異なるタイプの繊維からマット又はスクリ
ムを作成することができ、各タイプの繊維が、マット又はスクリムの全体に分散される。
他の実施形態では、マット又はスクリムを２つ以上の異なるタイプの繊維で作成すること
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ができ、各タイプの繊維は、マット又はスクリムの全体に分散されない。例えば、あるタ
イプの繊維を実質的に１つの層で配置することができ（例えば、物品の外側ベース面と隣
接した側により稠密な材料を形成する）、別のタイプの繊維を実質的に別の層で配置する
ことができる（例えば、歯表面と隣接した側により嵩張った材料を形成する）。別の例の
場合、あるタイプの繊維を実質的にマット又はスクリムの近くに配置することができ（例
えば、より稠密な材料を形成し及び／又は圧縮性材料の縁を封止する）、別のタイプの繊
維を実質的にマット又はスクリムの中心近くに配置することができる（例えば、より嵩張
る材料を形成する）。特定の実施形態の場合、様々なマット又はスクリムを異なる歯に使
用することができる。例えば、臼歯に使用されるマット又はスクリムは、切歯に使用され
るマット又はスクリムより嵩が大きいことがある。特定の実施形態では、異なる歯に使用
されるように意図された様々なマット又はスクリムを有する複数の装具を、例えば、米国
特許出願公報第２００６／０２０７８９３号（Ｃｉｎａｄｅｒら）に記載されたものと類
似の単一パッケージ内に組み合わせることができる。
【００３７】
　図１～図４に、ベース材に取り付けられた圧縮性材料を有する歯科用物品を調製する例
示的な方法を示す。この方法は、１）圧縮性材料を歯科用物品へ固着し、２）圧縮性材料
に適切な未硬化歯科用組成物を充填する、２つの一般的な２つの工程を含む。
【００３８】
　図１は、例示的な歯科用アセンブリを作成する第１の工程を示す（数字１１０によって
広義に示され、図４で完成品が示される）。この工程では、歯科用物品１００が提供され
る。歯科用物品１００は、歯構造に固着するために適応された外側ベース面１０２を有す
る。歯科用物品１００は、歯冠、ブリッジ、ベニヤ、インレー、オンレー、充填物、歯科
矯正装具及び装置、並びに補綴物（例えば、部分義歯又は全体義歯）が挙げられるが、こ
れらに限定されない、多種多様な固着可能な歯科用物品のいずれも表すことができる。非
硬化硬化性歯科用組成物の第１の分量１０４の小滴は、表面１０２の一部分に選択的に塗
布される。図示されたように、第１の分量１０４は、表面１０２の全体ではなく一部分の
上に拡がる。必要に応じて、図示されたように、第１の分量１０４は、歯科用物品１００
の端に隣接した表面１０２の部分と接触することなく、表面１０２の中心に配置された部
分と接触する。
【００３９】
　必要に応じて、２つ以上の分量の歯科用組成物を表面１０２に塗布することができる。
例えば、表面１０２の形状が矩形の場合は、未硬化組成物の４つの個別の小滴を、表面１
０２の各角に塗布してもよい。図示したように、第１の分量１０４の小滴の直径は、表面
１０２のものより小さい。
【００４０】
　いくつかの実施形態では、第１の分量１０４の小滴（又は小滴）は、歯科用物品１００
の表面１０２の表面積の合計の最大でも９０％、最大でも７０％、最大でも５０％、最大
でも４０％、最大でも３０％、最大でも２５％、最大でも２０％、最大でも１５％、最大
でも１０％、又は最大でも５％の表面１０２の領域上に延在する。いくつかの実施形態で
は、第１の分量１０４の小滴は、歯科用物品１００の表面１０２の表面積の合計の少なく
とも１％、少なくとも２％、少なくとも３％、少なくとも４％、少なくとも５％、少なく
ともほとんど７％、少なくとも１０％、又は少なくとも１５％の被覆領域を有する。
【００４１】
　更に図１に示したように、第１と第２の主表面１０７、１０９を有する多孔質圧縮性材
料１０６が、歯科用物品１００の表面１０２上に位置決めされる。圧縮性材料１０６内の
小孔は、圧縮性材料１０６の第２の主表面１０９に垂直な方向に沿った圧縮性材料１０６
の少なくとも一部分を通る（相互接続する）。この実施形態では、圧縮性材料１０６は、
圧縮性材料１０６が化学線を通すことを可能にする透明材料を含む。いくつかの実施形態
では、またこの図で示されたように、圧縮性材料は、基礎となる表面１０２のものと実質
的に一致する横方向のサイズ及び形状を有する。圧縮性材料１０６の厚さは、固着中に歯
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科用物品１００が歯表面に設置されたときに存在する可能性のある隙間を埋めるのに十分
であることが好ましい。
【００４２】
　図２に示された次の工程では、圧縮性材料１０６の第２の主表面１０９は、第１の分量
１０４並びに歯科用物品１００の表面１０２と接して配置される。圧縮性材料１０６の下
部が、歯科用物品１００と係合するとき、圧縮性材料１０６は、少なくとも部分的に圧縮
されることが好ましい。弛緩したときに圧縮性材料１０６が、表面１０２と合致しない場
合でも、この工程は、有利なことに、圧縮性材料１０６を表面１０２とほぼ相補的な形状
に付勢し、それにより、これらの２つの構成要素間の接触が強化される。
【００４３】
　必要に応じて、図２に示したように、圧縮性材料１０６を第１の分量１０４と接触させ
ることにより、本質的に全ての第１の分量１０４が、圧縮性材料１０６の小孔に吸収され
る。この構成では、第１の分量１０４と表面１０２との間に境界面１１１が形成され、こ
の境界面１１１は、一般に、圧縮性材料１０６と表面１０２との間に形成された境界面１
１３と共有される。代替の実施形態では、第１の分量１０４の一部分だけが圧縮性材料１
０６に吸収され、第１の分量１０４のいくらかが、圧縮性材料１０６と歯科用物品１００
との間の界面に保持されるか、歯科用物品１００の表面１０２にあるアンダーカット特徴
形状内に保持される。いくつかの実施形態では、第１の分量１０４が圧縮性材料１０６に
加えられるのは、圧縮性材料１０６が表面１０２と接触する前でも後でもよい。
【００４４】
　圧縮性材料１０６が、歯科用物品１００に対して完全に設置された後で、図２に示され
たように、硬化ランプ１１５が、第１の分量１０４の上に位置決めされる。次に、硬化ラ
ンプ１１５は、第１の分量１０４を硬化又は部分的に硬化させるために圧縮性材料１０６
に透過される化学線を生成し、図３に示されたアセンブリを提供する。硬化した第１の分
量１０４’は、圧縮性材料１０６と歯科用物品１００を互いに接着固定する。特に、硬化
した第１の分量１０４’は、圧縮性材料１０６の厚さを完全に横切っても横切らなくても
よい。
【００４５】
　硬化した第１の分量１０４’は、歯科用物品１００の表面１０２の全表面の比較的少な
い部分に拡がると有利である。いくつかの実施形態では、硬化した第１の分量１０４’は
、歯科用物品１００の表面１０２の全表面の最大でも９０％、最大でも７０％、最大でも
５０％、最大でも４０％、最大でも３０％、最大でも２５％、最大でも２０％、最大でも
１５％、最大でも１０％、又は最大でも５％に拡がる。いくつかの実施形態では、硬化し
た第１の分量１０４’は、歯科用物品１００の表面１０２の全表面の少なくとも１％、少
なくとも２％、少なくとも３％、少なくとも４％、少なくとも５％、少なくとも７％、少
なくとも１０％、又は少なくとも１５％に拡がる。
【００４６】
　硬化した第１の分量１０４’は、歯科用物品１００と圧縮性材料１０６の一方又は両方
に化学的に固着されてもよい。本明細書で使用されるとき、「化学的に固着された」は、
化学的手段によって（共有結合などの共有電子対、配位共有結合、プレンステッド・ラウ
リ反応などの酸塩基相互作用、及びこれらの組み合わせなどにより）固着されるか取り付
けられることを意味する。例えば、硬化性歯科用組成物（例えば、硬化性樹脂、グラスア
イオノマー、樹脂変性グラスアイオノマー、及び／又はエポキシ樹脂）を硬化させて、圧
縮性材料１０６を歯科用物品１００の表面１０２に化学的に固着することができる。
【００４７】
　硬化した第１の分量１０４’は、圧縮性材料１０６と歯科用物品１００の両方に機械的
に固着されてもよい。本明細書で使用されるとき、「機械的に固着された」は、物理的手
段（例えば、フック、ループ、突起、ファンデルワールス相互作用、イオン結合、及びこ
れらの組み合わせなどを使用）によって、また特定の実施形態では、メッシュ（例えば、
ＶＩＣＴＯＲＹ　ＳＥＲＩＥＳ商標のブラケット、３Ｍ　Ｕｎｉｔｅｋ（Ｍｏｎｒｏｖｉ
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ａ，ＣＡ））及びガラスグリット（例えば、米国特許第５，１０８，２８５号（Ｔｕｎｅ
ｂｅｒｇ）に記載されたセラミックブラケット）によって提供されたアンダーカットを利
用することにより、固着されるか取り付けられることを意味する。例えば、硬化した第１
の分量１０４’は、歯科用物品１００の表面１０２に配置された圧縮性材料１０６とアン
ダーカットの両方に貫入し、それにより、これらの構成要素間の機械的保持力を強化する
。好ましい実施形態では、硬化した第１の分量１０４’が、圧縮性材料１０６に吸収され
ることにより、相互貫入網目構造が得られる。
【００４８】
　硬化した第１の分量１０４’の大部分は、圧縮性材料１０６内に保持されることが好ま
しい。この方法の驚くべき利点として、圧縮性材料１０６などの多孔質要素を使用するこ
とにより、圧縮性材料１０６が、硬化した第１の分量１０４’の隣りの表面１０２と平坦
に係合することができる。そのような構成は、無充填ギャップの形成を防ぐのに役立ち、
より強力でより予測可能な固着を提供するのを支援することができる。いくつかの実施形
態では、圧縮性材料１０６内に、硬化した第１の分量１０４’の少なくとも５０パーセン
ト、少なくとも７０パーセント、少なくとも８０パーセント、少なくとも８５パーセント
、少なくとも９０パーセント、少なくとも９５パーセント、又は少なくとも９７パーセン
トが保持される。硬化した第１の分量１０４’の圧縮性材料１０６内に保持されない部分
は、歯科用物品１００の表面１０２にあるアンダーカット特徴形状内に保持されることが
好ましい。
【００４９】
　図４に示された最終工程で、硬化していない硬化性歯科用組成物の第２の分量１０８が
、圧縮性材料１０６に塗布されて、完成した歯科用アセンブリ１１０が提供される。図４
に示されたように、硬化した第１の分量１０４’は、表面１０２に垂直な方向から見たと
きに表面１０２全体の中心にある表面１０２の部分と接触する。第２の分量１０８は、表
面１０２に垂直な方向から見たときに、硬化した第１の分量１０４’を完全に取り囲む。
代替として、第２の分量１０８は、表面１０２に垂直な方向から見たときに、硬化した第
１の分量１０４’を部分的にのみ取り囲んでもよい。
【００５０】
　第２の分量１０８は、コーティング、噴霧、浸漬、ブラッシングなどを含むがこれらに
限定されない当該技術分野で既知の方法によって、圧縮性材料１０６の全て又は一部分に
塗布することができる。いくつかの実施形態では、圧縮性材料１０６は、硬化した第１の
分量１０４’と硬化していない第２の分量１０８が、圧縮性材料１０６に含まれる空所又
は小孔の本質的に全てと置き換わるように、実質的に第２の分量１０８で飽和される。
【００５１】
　いくつかの実施形態では、第１と第２の分量１０４、１０８は、本質的に同じ化学組成
を有する。あるいは、第１と第２の分量は、異なってもよいが、類似の組成を有してもよ
い。例えば、第１と第２の分量１０４、１０８は両方とも、ＴＲＡＮＳＢＯＮＤ　ＸＴ商
標の下塗剤（３Ｍ　Ｕｎｉｔｅｋ（Ｍｏｎｒｏｖｉａ，ＣＡ））などの同じ非充填硬化性
樹脂から得られてもよい。あるいは、第１と第２の分量１０４、１０８は、同じ一般的な
樹脂タイプから得られてもよいが、異なるレベルの充填材が添加されてもよい。例えば、
一方の組成物は、ＴＲＡＮＳＢＯＮＤ　ＸＴ商標の下塗剤であり、他方の組成物は、ＴＲ
ＡＮＳＢＯＮＤ　ＸＴ商標の光硬化接着剤（３Ｍ　Ｕｎｉｔｅｋ（Ｍｏｎｒｏｖｉａ，Ｃ
Ａ））でもよい。好ましい実施形態では、第１の分量１０４は、第２の分量１０８の充填
材添加物より多い充填材添加物を有する。例えば、第１の分量１０４は、第１の分量１０
４の全重量を基準にして６０～９０重量パーセントの範囲の充填材添加物を有することが
でき、第２の分量１０８は、第２の分量１０８の全重量を基準にして６０重量パーセント
未満の充填材添加を有してもよい。
【００５２】
　前述のような圧縮性材料１０６及び第１と第２の分量１０４、１０８の組み合わせは、
歯構造からの意図しない離脱に耐えるのに十分な強度を有する固着によって歯構造に物品
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１００を確実に固定することができる。
【００５３】
　他の選択肢が可能である。例えば、第２の分量１０８は、圧縮性材料１０６に実質的に
均一に塗布されてもよく、又は不均一に塗布されてもよい。硬化性歯科用組成物は、圧縮
性材料１０６上にパターン形成されてもよい。いくつかの実施形態では、第２の分量１０
８は、２液式硬化性歯科用組成物（例えば、化学的硬化下塗剤）の一方の部分であってよ
く、２液式硬化性歯科用組成物の第２の部分を歯表面に塗布することができる。他の実施
形態では、第２の分量１０８は、酸化還元対の一方の部分を含むことができ、酸化還元対
の他方の部分を、歯に付ける直前に第２の分量１０８に塗布することができる。
【００５４】
　特定の実施形態では、歯科用物品１００の表面１０２への圧縮性材料１０６の取り付け
は、例えば、Ａｋｉｎ－Ｎｅｒｇｉｚ　ｅｔ　ａｌ．，Ｆｏｒｔｓｃｈｒｉｔｔｅ　ｄｅ
ｒ　Ｋｉｅｆｅｒｏｒｔｈｏｐａｄｉｅ（１９９５）５６（１）：４９～５５、Ａｔｓｕ
　ｅｔ　ａｌ．，Ａｎｇｌｅ　Ｏｒｔｈｏｄｏｎｔｉｓｔ（２００６）７６（５）：８５
７～８６２、Ｍｕｊａｇｉｃ　ｅｔ　ａｌ．，Ｊ．ｏｆ　Ｃｌｉｎｉｃａｌ　Ｏｒｔｈｏ
ｄｏｎｔｉｃｓ（２００５）３９（６）：３７５～３８２、Ｎｅｗｍａｎ　ｅｔ　ａｌ．
，Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｊ．ｏｆ　Ｏｒｔｈｏｄｏｎｔｉｃｓ　ａｎｄ　Ｄｅｎｔｏｆａｃ
ｉａｌ　Ｏｒｔｈｏｐｅｄｉｃｓ（１９９５）１０８（３）：２３７～２４１、及びＷｉ
ｅｃｈｍａｎｎ，Ｊ．ｏｆ　Ｏｒｏｆａｃｉａｌ　Ｏｒｔｈｏｐｅｄｉｃｓ（２０００）
６１（４）：２８０～２９１に記載されたサンドブラスト処理によって強化することがで
きる。要するに、処理は、３Ｍ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ）から商標Ｒｏｃａｔｅｃ　Ｐｌ
ｕｓで入手可能なシリカ被覆アルミナサンドブラスト媒体で表面１０２をサンドブラスト
することを含む。サンドブラスト処理は、例えば、３Ｍ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ）から商
標Ｒｏｃａｔｅｃ　Ｊｒ．で入手可能なサンドブラストモジュールを用いて実施すること
ができ、このモジュールは、１センチメートルの距離で２～３秒間、２．８バール（２８
０ｋＰａ）に設定される。次に、シランの溶液（例えば、３Ｍ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ）
から商標３Ｍ　ＥＳＰＥ　Ｓｉｌで入手可能なエタノール中のシラン）を表面１０２に塗
布し、少なくとも５分間室温で乾燥させた。表面１０２上のシランの存在は、表面１０２
へのメタクリルレート含有樹脂剤の固着を更に強化することができる。
【００５５】
　アセンブリ１１０は、必要に応じて、圧縮性材料１０６と接触させて、歯科用組成物（
例えば、図４には示されない、歯科矯正用接着剤、歯科矯正用プライマー、又はこれらの
組み合わせ）の付加層を含むことができる。具体的には、そのような付加層は、表面１０
２と圧縮性材料１０６との間の、表面１０２と反対側の圧縮性材料１０６上又は両方にあ
ってもよい。そのような層は、同じ領域を覆っても覆わなくてもよく、また独立に圧縮性
材料１０６の全て又は一部分に拡がる不連続（例えば、パターン化層）又は連続（例えば
、無パターン）材料であってもよい。
【００５６】
　図５～図７は、別の実施形態による歯科用アセンブリ２１０（図７に示した）を作成す
る例示的な方法を示す。図５に示された方法の最初の段階で、歯科用物品２００と圧縮性
材料２０６が提供される。歯科用物品２００は、歯に固着するように適応された外側ベー
ス面２０２を有し、露出した面２０１を有する圧縮性材料２０６は、面２０２に沿って歯
科用物品２００と接触する。
【００５７】
　第２の工程で、未硬化の硬化性歯科用組成物２０８が、圧縮性材料２０６に塗布され、
吸収されて、図６に示した構成が提供される。必要に応じて、図示されたように、未硬化
組成物２０８が、歯科用物品２００と表面２０２に沿って接触するように圧縮性材料２０
６を飽和させる。この飽和状態では、圧縮性材料２０６と未硬化組成物２０８は、互いに
同一の広がりを有する。圧縮性材料２０６と未硬化組成物２０８は、概略的に構成要素と
同じ空間体積を占める相互貫入網目構造を形成することが好ましい。
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【００５８】
　図６に示された第３の工程で、硬化ランプ２１５は、化学線を圧縮性材料２０６に当て
て、表面２０２の局所領域２０３の上の組成物２０８を選択的に硬化させる。図示された
ように、局所領域２０３は、表面２０２と同一の広がりを有し、また表面２０２の全表面
積より小さい表面積を有する。必要に応じて、図示されたように、硬化ランプ２１５が、
圧縮性材料２０６を少なくとも部分的に圧縮して光散乱の分量を制限し、それにより過度
に大きな面積の組成物２０８の硬化を防ぐ。必要に応じて、レーザーなどのコヒーレント
光源である硬化ランプ２１５を使用することにより、組成物２０８の選択的硬化を、改善
された精度で達成することができる。別の選択肢として、化学線は、組成物２０８の硬化
が表面２０２の局所領域２０３全体に拡がるのを防ぐために、放射線を選択的に阻止する
マスク要素を介して導かれてもよい。
【００５９】
　未硬化組成物２０８の硬化により、硬化組成物２０４’（図７だけ示した）が得られ、
硬化組成物２０４’は、まだ硬化していない歯科用組成物２０８の分量と区別するために
影付けされている。硬化組成物２０４’は、表面２０２の局所領域２０３から外に拡がり
、露出面２０１で終わる。図示されたように、未硬化組成物２０８の局所領域２０３の上
に延在していない部分は、未硬化のままであり、少なくとも部分的に硬化組成物２０４’
を取り囲む。硬化組成物２０４’と表面２０２との間に境界面２１１が形成され、境界面
２１１は、概略的に、圧縮性材料２０６と表面２０２との間に形成された境界面２１３と
共用される。
【００６０】
　図８は、装具１１（この場合は歯列矯正ブラケット）を含むアセンブリ１０の例示的な
実施形態を示す。頬面管、ボタン、シース、バイトオープナ、リンガルリテーナー、バン
ド、クリート、及び他の取り付け具などの他の装具も意図される。装具１１は、ベース材
１２と、ベース材１２から外方に延在する本体１４と共に有する。ベース材１２は、金属
、プラスチック、ガラス、セラミック、又はこれらの組み合わせから作製されるフランジ
であることができる。ベース材１２は、細線スクリーンなどのメッシュ状構造、又はアン
ダーカット特徴形状を有する成形基部を含むことができる。ベース材１２は、粒子（破片
、砂、球体、又は刻み目を任意で含む他の構造など）を含むことができる。あるいは、ベ
ース材１２は、少なくとも部分的に硬化された歯科用組成物層（１又は２以上）から形成
された特注ベースでよい。４つのタイウィング１６が、本体１４に接続され、タイウィン
グ１６間の空間にアーチワイヤスロット１８が通る。
【００６１】
　ベース材１２、本体１４、及びタイウィング１６は、口腔内で使用するのに好適であり
、治療中に適用される矯正力に耐えるのに十分な強度を有するいくつかの材料のいずれか
から作成されてもよい。好適な材料としては、例えば、金属材料（ステンレス鋼など）、
セラミック材料（単結晶又は多結晶アルミナなど）、及びプラスチック材料（繊維強化ポ
リカーボネートなど）が挙げられる。必要に応じて、ベース材１２、本体１４、及びタイ
ウィング１６は、単一構成要素として一体的に作成される。
【００６２】
　圧縮性材料３０６、歯科用組成物の硬化した第１の分量３０４’、及び歯科用組成物の
硬化していない第２の分量３０８が、ベース材全体に拡がる。圧縮性材料３０６は、第１
及び第２の分量３０４’、３０６との組み合わせで、治療過程で歯から間違って外れない
ようにするのに十分な強度を有する固着によって、器具１１を患者の歯に固定する働きを
する。第１と第２の分量３０４’、３０６と圧縮性材料３０６に関連した態様、選択肢及
び利点は、歯科用アセンブリ１１０、２１０に関して既に説明されており、ここでは繰り
返さない。
【００６３】
　必要に応じて、装具１１のメーカー又は供給業者は、圧縮性材料３０６にあらかじめ取
り付けられた硬化性歯科用組成物を提供する。好ましい実施形態では、硬化性歯科用組成
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物を中に有する圧縮性材料３０６が供給される。圧縮性材料３０６が、メーカーによって
装具１１のベース材１２に取り付けられ、硬化性歯科用組成物を含むアセンブリとして供
給される実施形態の場合、本明細書に記載されたように、アセンブリを物品を含むパッケ
ージ又は容器で供給することが好ましいことがある。
【００６４】
　代表的な容器は当該技術分野において周知であり、例えば、米国特許第５，１７２，８
０９号（Ｊａｃｏｂｓら）、５，３２８，３６３（Ｃｈｅｓｔｅｒら）及び第６，０８９
，８６１号（Ｋｅｌｌｙら）に記載されている。図９を参照すると、アセンブリ１０を含
むパッケージアセンブリ２０の例示的な実施形態が示され、このアセンブリ１０は、図８
に示された例示的な実施形態と同じか又は異なる矯正装具を含むことができる。パッケー
ジ２０は、容器２２及びカバー２６を含む。カバー２６は、最初に提供されたときに容器
２２に取り外し可能に接続され、パッケージを開いてアセンブリ１０を取り出すために容
器２２から剥がされる。図８では、パッケージアセンブリ２０を部分的に開くために、カ
バー２６が容器２２から後方に剥がされている。
【００６５】
　代替の実施形態では、パッケージアセンブリは、タイウィングと接触する発泡部材を有
し、それにより、装具１１が、適所に保持され、横方向に過度に摺動するのを防ぐ逆さブ
リスターである。例えば、ブリスターウェルの底と接触する代わりに、カバー２６に乗る
ように装具１１をパッケージアセンブリ内に位置決めすることができ、発泡材を、タイウ
ィング１６と接し、また装具１１を適所に保持するように、ブリスターの底に配置するこ
とができる。例示的なパッケージングの概念は、２０１０年６月２日に出願された同時係
属米国特許出願第６１／３５０，６３４号（Ｃｏｎｌｅｙ）に記載されている。
【００６６】
　圧縮性材料３０６の外側面は、必要に応じて凹形状を有し、また必要に応じて、装具１
１と一緒に使用するための歯の外側面の凸形状と逆に合致する複合凹形状を有する。一例
として、圧縮性材料３０６は、概略均一な厚さを有してもよく、ベース材１２の外側面は
、凹形状を有してもよく、その結果、圧縮性材料の外側面は、ベース材１２の外側面に取
り付けられたとき、ベース材１２の外側面の凹形状の概略合致する凹形状を有する。別の
例として、ベース材１２の外側面は、圧縮性材料３０６の対向面の概略平面構成と合致す
る概略平坦形状を有してもよく、一方、圧縮性材料３０６の外側面は、歯表面の凸形状と
逆に合致する凹形状を有してもよい。また、例えば、圧縮性材料３０６の厚さが基部の異
なる位置に対応して変化する構成を含む他の構成が可能である。
【００６７】
　以前に示唆したように、装具１１を含むアセンブリは、必要に応じて、圧縮性材料３０
６に接した歯科用組成物（例えば、歯列矯正接着剤、歯列矯正下塗剤、又はこれらの組み
合わせ）の追加層を含むことができる。具体的には、そのような付加層は、ベース材１２
と圧縮性材料３０６との間、ベース材１２と反対側の圧縮性材料３０６上、又はこれらの
両方にあってもよい。そのような層は、同じ領域を覆っても覆わなくてもよく、独立に圧
縮性材料３０６の全体又は一部分に拡がる不連続（例えば、パターン化層）又は連続（例
えば、非パターン化層）材料でもよい。
【００６８】
　好ましい実施形態では、パッケージは、必須ではない硬化性歯科用組成物（例えば、光
硬化性材料）の劣化に対して、長時間経過後でさえも良好な保護を提供する。そのような
容器は、特に、必須ではない硬化性歯科用組成物が、必要に応じて、色変化特性を接着剤
に付与する染料を含む実施形態に有用である。そのような容器は、好ましくは、広いスペ
クトル範囲に亘って化学線からパッケージを遮断し、その結果、必須ではない歯科用組成
物は保管中に早期に退色することがない。
【００６９】
　好ましい実施形態では、パッケージは、ポリマー及び金属粒子を含む容器２２を含む。
例として、容器２２は、アルミニウム充填剤で構成されるか、又は例えば、米国特許出願
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公開第２００３／０１９６９１４（Ａ１）号（Ｔｚｏｕｒら）に開示されたような、アル
ミ粉末被覆を施されたポリプロピレンで形成されてもよい。ポリマーと金属粒子の組み合
わせは、変色性色素への化学放射線の透過に対して、こうした色素が光に高感受性である
ことが知られている場合でも、非常に有効な遮蔽を提供する。この容器はまた、良好な蒸
気バリア特性も示す。結果として、硬化性歯科用組成物（１又は２以上）の粘弾性的特性
は、長時間に亘ってほとんど変化しない可能性が高い。例えば、そのような容器の改善さ
れた防湿特性は、接着剤の取扱い特性の劣化に対して十分な保護を提供するので、歯科用
組成物は、早期に硬化若しくは乾燥したり、あるいは満足のいかないものになることがな
い。そのような容器に適したカバー２６は、化学線を実質的に透過しないあらゆる材料で
作ることができるので、歯科用組成物は早期に硬化しない。カバー２６のために好適な材
料の例には、アルミホイルとポリマーのラミネートが挙げられる。例えば、この積層体は
、ポリエチレンテレフタレート、接着剤、アルミホイル、接着剤及び延伸ポリプロピレン
の層を含むことができる。
【００７０】
　いくつかの実施形態では、歯科矯正装具、圧縮性材料、及び硬化性歯科用組成物を含む
パッケージアセンブリは、更に、米国特許第６，１８３，２４９号（Ｂｒｅｎｎａｎら）
に記載されたような剥離基材を含んでもよい。
【００７１】
　いくつかの実施形態では、パッケージは、矯正装具を含む１組のアセンブリを含むこと
ができ、アセンブリの少なくとも１つは、圧縮性材料を有する装具を含む。アセンブリ（
例えば、機器）及びアセンブリのセットの付加的な例は、米国特許出願第２００５／０１
３３３８４（Ａ１）号（Ｃｉｎａｄｅｒら）に記載されている。パッケージアセンブリ（
例えば、歯科矯正装具）は、例えば、米国特許公開第２００３／０１９６９１４（Ａ１）
（Ｔｚｏｕら）、及び米国特許第４，９７８，００７号（Ｊａｃｏｂｓら）、第５，０１
５，１８０号（Ｒａｎｄｋｌｅｖ）、第５，３２８，３６３号（Ｃｈｅｓｔｅｒら）、及
び第６，１８３，２４９号（Ｂｒｅｎｎａｎら）に記載されている。
【００７２】
　歯科用組成物
　本発明のアセンブリ及び方法に有用な硬化性歯科用組成物は、典型的には、１つ以上の
硬化性成分及び硬化剤を含む。任意に、本明細書に記載される硬化性歯科用組成物は、例
えば、反応開始剤系、エチレン系不飽和化合物、及び／又は１つ以上の充填剤を含むこと
ができる。本明細書に記載される硬化性及び硬化された歯科用組成物は、歯牙構造に接着
（例えば、固着）することができる材料を利用する、様々な歯科用途及び歯科矯正用途に
使用することができる。そのような硬化性及び硬化された歯科用組成物における使用とし
ては、例えば、接着剤（例えば、歯科用及び／又は歯科矯正用接着剤）、セメント（例え
ば、ガラスアイオノマーセメント、樹脂変性ガラスアイオノマーセメント、及び歯科矯正
用セメント）、プライマー（例えば、歯科矯正用プライマー）、修復材、ライナー、シー
ラント（例えば、歯科矯正用シーラント）、コーティング、及びこれらの組み合わせとし
ての使用が挙げられる。
【００７３】
　本明細書に記載される硬化性歯科用組成物（例えば、硬化性歯科用組成物）は、典型的
には硬化性（例えば、重合性）成分を含み、それによって硬化性（例えば、重合性）組成
物を形成する。硬化性成分としては、エチレン性不飽和化合物（酸官能基を含む又は含ま
ない）、エポキシ（オキシラン）樹脂、ビニルエーテル、光重合系、酸化還元硬化系、ガ
ラスアイオノマーセメント、ポリエーテル、ポリシロキサンなどのような種々多様な化学
物を挙げることができる。いくつかの実施形態では、歯科用組成物は、硬化した歯科用組
成物を適用する前に硬化する（例えば、従来の光重合及び／又は化学重合技術によって重
合する）ことができる。他の実施形態では、歯科用組成物は、硬化性歯科用組成物の適用
後に硬化する（例えば、従来の光重合及び／又は化学重合技術により重合する）ことがで
きる。
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【００７４】
　特定の実施形態では、歯科用組成物は光重合可能であり、即ち、歯科用組成物は、化学
線を照射すると歯科用組成物の重合（又は硬化）を開始する光反応開始剤（即ち、光反応
開始剤系）を含有する。そのような光重合可能組成物は、フリーラジカル重合可能又はカ
チオン重合可能であってもよい。他の実施形態では、歯科用組成物は化学硬化性であり、
即ち、歯科用組成物は、化学線の照射に依存せずに歯科用組成物を重合、硬化、又は別の
方法で硬化することができる、化学反応開始剤（即ち、反応開始剤系）を含有する。その
ような化学硬化性歯科用組成物は、場合によっては「自己硬化（self-cure）」組成物と
称され、ガラスアイオノマーセメント（例えば、従来の及び樹脂修飾したガラスアイオノ
マーセメント）、酸化還元硬化系、及びこれらの組み合わせを含んでもよい。
【００７５】
　本明細書に開示されるような歯科用組成物に使用することができる、好適な光重合性成
分としては、例えば、エポキシ樹脂（カチオン活性のエポキシ基を含有する）、ビニルエ
ーテル樹脂（カチオン活性ビニルエーテル基を含有する）、エチレン性不飽和化合物（フ
リーラジカル活性の不飽和基、例えば、アクリレート及びメタクリレートを含有する）、
並びにこれらの組み合わせが挙げられる。同様に、単一化合物中にカチオン活性官能基と
フリーラジカル活性官能基との両方を含有する重合性物質も好適である。例としては、エ
ポキシ官能性アクリレート、エポキシ官能性メタクリレート、及びこれらの組み合わせが
挙げられる。
【００７６】
　エチレン性不飽和化合物
　本明細書に開示される歯科用組成物は、酸官能基を有する又は有さないエチレン系不飽
和化合物の形態の、１つ以上の硬化性成分を含んでもよく、それによって硬化性歯科用組
成物を形成する。
【００７７】
　好適な硬化性歯科用組成物は、エチレン系不飽和化合物（フリーラジカル活性の不飽和
基を含有する）を含む、硬化性成分（例えば、光重合性化合物）を含んでもよい。有用な
エチレン性不飽和化合物の例としては、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステル、ヒ
ドロキシ官能性アクリル酸エステル、ヒドロキシ官能性メタクリル酸エステル、及びこれ
らの組み合わせが挙げられる。
【００７８】
　歯科用組成物（例えば、光重合性組成物）は、１つ以上のエチレン系不飽和基を有する
モノマー、オリゴマー、及びポリマーを含んでもよい、フリーラジカル活性の官能基を有
する化合物を含んでもよい。好適な化合物は、少なくとも１つのエチレン性不飽和固着を
含有し、付加重合を受けることが可能である。このようなフリーラジカル重合性化合物と
しては、メチル（メタ）アクリレート、エチルアクリレート、イソプロピルメタクリレー
ト、ｎ－ヘキシルアクリレート、ステアリルアクリレート、アリルアクリレート、グリセ
ロールトリアクリレート、エチレングリコールジアクリレート、ジエチレングリコールジ
アクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート、１，３－プロパンジオールジ
（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、１，２，４－ブタン
トリオールトリメタクリレート、１，４－シクロヘキサンジオールジアクリレート、ペン
タエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ソルビトールヘキサアクリレート、テト
ラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、ビス［ｌ－（２－アクリロキシ）］－ｐ－エ
トキシフェニルジメチルメタン、ビス［ｌ－（３－アクリロキシ－２－ヒドロキシ）］－
ｐ－プロポキシフェニルジメチルメタン、エトキシ化ビスフェノールＡジ（メタ）アクリ
レート、及びトリスヒドロキシエチル－イソシアヌレートトリメタクリレートのようなモ
ノ－、ジ－又はポリ－（メタ）アクリレート（即ち、アクリレート及びメタクリレート）
；（メタ）アクリルアミド、メチレンビス－（メタ）アクリルアミド、及びジアセトン（
メタ）アクリルアミドのような（メタ）アクリルアミド（即ち、アクリルアミド及びメタ
アクリルアミド）；ウレタン（メタ）アクリレート；ポリエチレングリコール（好ましく
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は分子量２００～５００）のビス－（メタ）アクリレート；米国特許第４，６５２，２７
４号（Ｂｏｅｔｔｃｈｅｒら）のもののようなアクリレート化モノマーの共重合性混合物
、米国特許第４，６４２，１２６号（Ｚａｄｏｒら）のもののようなアクリレート化オリ
ゴマー、及び米国特許第４，６４８，８４３号（Ｍｉｔｒａ）に開示されるもののような
ポリ（エチレン性不飽和）カルバモイルイソシアヌレート；スチレン、ジアリルフタレー
ト、ジビニルサクシネート、ジビニルアジパート、及びジビニルブタレートのようなビニ
ル化合物が挙げられる。他の好適なフリーラジカル重合性化合物としては、例えば、国際
公開第００／３８６１９号（Ｇｕｇｇｅｎｂｅｒｇｅｒら）、同第０１／９２２７１号（
Ｗｅｉｎｍａｎｎら）、同第０１／０７４４４号（Ｇｕｇｇｅｎｂｅｒｇｅｒら）、同第
００／４２０９２号（Ｇｕｇｇｅｎｂｅｒｇｅｒら）に開示されるシロキサン官能（メタ
）アクリレート、並びに例えば、米国特許第５，０７６，８４４号（Ｆｏｃｋら）、同第
４，３５６，２９６号（Ｇｒｉｆｆｉｔｈら）、欧州特許第０３７３　３８４号（Ｗａｇ
ｅｎｋｎｅｃｈｔら）、同第０２０１　０３１号（Ｒｅｉｎｅｒｓら）、及び同第０２０
１　７７８号（Ｒｅｉｎｅｒｓら）に開示されるフルオロポリマー官能（メタ）アクリレ
ートが挙げられる。必要に応じて、２つ以上のフリーラジカル重合性化合物の混合物を使
用することが可能である。
【００７９】
　硬化性成分はまた、単一分子内にヒドロキシル基及びエチレン性不飽和基も含有するこ
ともできる。そのような材料の例としては、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート
及び２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレートのようなヒドロキシアルキル（メタ）
アクリレート；グリセロールモノ－又はジ－（メタ）アクリレート；トリメチロールプロ
パンモノ－又はジ－（メタ）アクリレート；ペンタエリスリトールモノ－、ジ－、及びト
リ－（メタ）アクリレート；ソルビトールモノ－、ジ－、トリ－、テトラ－、又はペンタ
－（メタ）アクリレート；２，２－ビス［４－（２－ヒドロキシ－３－エタアクリロキシ
プロポキシ）フェニル］プロパン（ビスＧＭＡ）が挙げられる。好適なエチレン性不飽和
化合物はまた、多種多様な供給元、例えば、Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ（Ｓｔ．Ｌｏｕ
ｉｓ）から入手可能である。必要に応じて、エチレン性不飽和化合物の混合物を使用する
ことが可能である。
【００８０】
　特定の実施形態では、硬化性成分としては、ＰＥＧＤＭＡ（約４００の分子量を有する
ポリエチレングリコールジメタクリレート）、ビスＧＭＡ、ＵＤＭＡ（ウレタンジメタク
リレート）、ＧＤＭＡ（グリセロールジメタクリレート）、ＴＥＧＤＭＡ（トリエチレン
グリコールジメタクリレート）、米国特許第６，０３０，６０６号（Ｈｏｌｍｅｓ）に記
載されるビスＥＭＡ６、及びＮＰＧＤＭＡ（ネオペンチルグリコールジメタクリレート）
が挙げられる。所望の場合、様々な組み合わせの硬化性成分を使用することができる。
【００８１】
　好ましくは、本明細書に開示される歯科用組成物は、不充填組成物の総重量を基準とし
て、少なくとも５重量％、好ましくは少なくとも１０重量％、より好ましくは少なくとも
１５重量％のエチレン系不飽和化合物（例えば、酸官能基を有する及び／又は有さない）
を含む。本明細書に開示されるような特定の歯科用組成物（例えば、１つ以上のエチレン
系不飽和化合物及び反応開始剤系からなる不充填歯科用組成物）は、不充填組成物の総重
量を基準として、９９重量％、又は更にはそれ以上のエチレン系不飽和化合物（例えば、
酸官能基を有する及び／又は有さない）を含むことができる。本明細書に開示されるよう
な他の特定の歯科用組成物は、不充填化合物の総重量を基準として、最大でも９９重量％
、好ましくは最大でも９８重量％、より好ましくは最大でも９５重量％のエチレン系不飽
和化合物（例えば、酸官能基を有する及び／又は有さない）を含む。
【００８２】
　酸官能基を有するエチレン性不飽和化合物
　本明細書に開示される歯科用組成物は、酸官能基を有するエチレン系不飽和化合物の形
態の、１つ以上の硬化性成分を含んでもよく、それによって硬化性歯科用組成物を形成す
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る。
【００８３】
　本明細書で使用する時、酸官能基を有するエチレン性不飽和化合物は、エチレン性不飽
和、並びに酸官能基及び／又は酸前駆体官能基を有する、モノマー、オリゴマー、及びポ
リマーを含むことを意味する。酸前駆体官能基としては、例えば、無水物、酸ハロゲン化
物、及びピロリン酸塩が挙げられる。酸性官能基としては、カルボン酸官能基、リン酸官
能基、ホスホン酸官能基、スルホン酸官能基、又はこれらの組み合わせを挙げることがで
きる。
【００８４】
　酸官能基を有するエチレン性不飽和化合物としては、例えば、グリセロールリン酸モノ
（メタ）アクリレート、グリセロールリン酸ジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシメチル
（メタ）アクリレート（例えば、ＨＥＭＡ）リン酸、ビス（（メタ）アクリロキシエチル
）リン酸、（（メタ）アクリロキシプロピル）リン酸、ビス（（メタ）アクリロキシプロ
ピル）リン酸、ビス（（メタ）アクリロキシプロピル）プロピルオキシリン酸、（メタ）
アクリロキシヘキシルリン酸、ビス（（メタ）アクリロキシヘキシル）リン酸、（メタ）
アクリロキシオクチルリン酸、ビス（（メタ）アクリロキシヘキシル）クチルリン酸、（
メタ）アクリロキシデシルリン酸、ビス（（メタ）アクリロキシデシル）リン酸、カプロ
ラクトンメタクリレートリン酸、クエン酸ジ－又はトリ－メタクリレート、ポリ（メタ）
アクリレート化オリゴマレイン酸、ポリ（メタ）アクリレート化ポリマレイン酸、ポリ（
メタ）アクリレート化ポリ（メタ）アクリル酸、ポリ（メタ）アクリレート化ポリカルボ
キシル－ポリホスホン酸、ポリ（メタ）アクリレート化ポリクロロホスホン酸、ポリ（メ
タ）アクリレート化ポリスルホン酸、ポリ（メタ）アクリレート化ポリホウ酸などのα，
β－不飽和酸性化合物が、硬化性成分系の成分として用いられてよい。（メタ）アクリル
酸、芳香族（メタ）アクリル化酸（例えば、メタクリレート化トリメリット酸）等の不飽
和炭酸のモノマー、オリゴマー、及びポリマー、並びにこれらの無水物を使用することも
可能である。本発明の好適な方法において用いられる特定の組成物としては、少なくとも
１つのＰ－ＯＨ部分を有する酸官能基を有するエチレン性不飽和化合物が挙げられる。
【００８５】
　特定のこれら化合物は、例えば、イソシアナトアルキル（メタ）アクリレートとカルボ
ン酸との反応生成物として得られる。酸官能性及びエチレン性不飽和成分の両方を有する
この種類の更なる化合物は、米国特許第４，８７２，９３６号（Ｅｎｇｅｌｂｒｅｃｈｔ
）及び同第５，１３０，３４７号（Ｍｉｔｒａ）に記載されている。エチレン性不飽和部
分及び酸部分の両方を含有する多種多様のこのような化合物を使用することが可能である
。必要に応じて、このような化合物の混合物を使用することが可能である。
【００８６】
　例えば、酸官能基を有する更なるエチレン性不飽和化合物としては、例えば、米国特許
公開第２００４／０２０６９３２号（Ａｂｕｅｌｙａｍａｎら）に記載の重合性ビスホス
ホン酸；ＡＡ：ＩＴＡ：ＩＥＭ（例えば、米国特許第５，１３０，３４７号（Ｍｉｔｒａ
）の実施例１１に記載される、アクリル酸：イタコン酸のコポリマーを十分な２－イソシ
アナトエチルメタクリレートと反応させて、このコポリマーの酸基の一部分をペンダント
のメタクリレート基に変化させることによって作製される、ペンダントのメタクリレート
を有するＡＡ：ＩＴＡコポリマー）；並びに米国特許第４，２５９，０７５号（Ｙａｍａ
ｕｃｈｉら）、同第４，４９９，２５１号（Ｏｍｕｒａら）、同第４，５３７，９４０号
（Ｏｍｕｒａら）、同第４，５３９，３８２号（Ｏｍｕｒａら）、同第５，５３０，０３
８号（Ｙａｍａｍｏｔｏら）、同第６，４５８，８６８号（Ｏｋａｄａら）、並びに欧州
特許出願公開第７１２，６２２号（Ｔｏｋｕｙａｍａ　Ｃｏｒｐ．）及び同第１，０５１
，９６１号（Ｋｕｒａｒａｙ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）に記載のものが挙げられる。
【００８７】
　本明細書に開示される歯科用組成物はまた、エチレン性不飽和化合物と酸官能基の組み
合わせを含む組成物を含むことができる。好ましくは、歯科用組成物は自己接着性及び非
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水性である。例えば、かかる組成物は、少なくとも１つの（メタ）アクリロキシ基と少な
くとも１つの－Ｏ－Ｐ（Ｏ）（ＯＨ）ｘ基が含まれている化合物であって、式中のｘが１
又は２であり、少なくとも１つの－Ｏ－Ｐ（Ｏ）（ＯＨ）ｘ基と少なくとも１つの（メタ
）アクリロキシ基がＣ１～Ｃ４の炭化水素基によって接着し合っている第１の化合物と、
少なくとも１つの（メタ）アクリロキシ基と少なくとも１つの－Ｏ－Ｐ（Ｏ）（ＯＨ）ｘ

基が含まれている化合物であって、式中のｘが１又は２であり、少なくとも１つの－Ｏ－
Ｐ（Ｏ）（ＯＨ）ｘ基と少なくとも１つの（メタ）アクリロキシ基がＣ５～１２の炭化水
素基によって接着し合っている第２の化合物と、酸性官能基を有しないエチレン性不飽和
化合物と、反応開始剤系と、充填剤を含むことができる。そのような組成物は、例えば、
米国特許出願公開第２００７／０２４８９２７号（Ｌｕｃｈｔｅｒｈａｎｄｔら）に記載
されている。また、米国特許第７，４４９，４９９（Ｂｒａｄｌｅｙら）と同第７，４５
２，９２４号（Ａａｓｅｎら）、並びに米国特許出願第２００５／０１７５９６６号（Ｆ
ａｌｓａｆｉら）、同第２００９／００１１３８８号（Ｂｒａｄｌｅｙら）、及び同第２
００９／００３５７２８号（Ａａｓｅｎら）を参照されたい。
【００８８】
　好ましくは、本明細書に開示される歯科用組成物は、不充填組成物の総重量を基準とし
て、少なくとも５重量％、好ましくは少なくとも１０重量％、より好ましくは少なくとも
１５重量％の酸官能基を有するエチレン系不飽和化合物を含む。本明細書に開示される特
定の歯科用組成物（例えば、１つ以上のエチレン性不飽和化合物及び反応開始剤系からな
る不充填歯科用組成物）は、不充填組成物の総重量を基準として、９９重量％、更にはそ
れ以上の酸官能基を有するエチレン系不飽和化合物を含むことができる。本明細書に開示
される他の特定の歯科用組成物は、不充填組成物の総重量を基準として、最大９９重量％
、好ましくは最大９８重量％、より好ましくは最大９５重量％の酸官能基を有するエチレ
ン系不飽和化合物を含む。
【００８９】
　エポキシ（オキシラン）化合物又はビニルエーテル化合物
　本明細書に開示される硬化性歯科用組成物は、エポキシ（オキシラン）化合物（カチオ
ン活性エポキシ基を含む）又はビニルエーテル化合物（カチオン活性ビニルエーテル基を
含む）の形態の１つ以上の硬化性成分を含んでもよく、それによって硬化性歯科用組成物
を形成する。
【００９０】
　エポキシ又はビニルエーテルモノマーは、硬化性成分として歯科用組成物で単独で使用
することができるか、又は他の種類のモノマー（例えば、本明細書に記載されるようなエ
チレン系不飽和化合物）と組み合わせて使用することができ、化学構造の一部として、芳
香族基、脂肪族基、脂環式基、及びこれらの組み合わせを含むことができる。
【００９１】
　エポキシ（オキシラン）化合物の例としては、開環により重合できるオキシラン環を有
する有機化合物が挙げられる。これらの材料としては、モノマー性のエポキシ化合物、及
びポリマー型のエポキシドが挙げられ、脂肪族、脂環式、芳香族、又は複素環式であって
もよい。これらの化合物は、一般に平均で１分子当たり少なくとも１つの重合性エポキシ
基を有し、一部の実施形態では、１分子当たり少なくとも１．５の、また他の実施形態で
は、１分子当たり少なくとも２つの重合性エポキシ基を有する。ポリマー性のエポキシド
としては、末端エポキシ基を有する直鎖状のポリマー（例えば、ポリオキシアルキレング
リコールのジグリシジルエーテル）、骨格にオキシラン単位を有するポリマー（例えば、
ポリブタジエンポリエポキシド）、及びペンダントのエポキシ基を有するポリマー（例え
ば、グリシジルメタクリレートポリマー又はコポリマー）が挙げられる。エポキシドは、
純粋な化合物であってもよく、又は１分子当たり１つ、２つ、若しくはそれ以上のエポキ
シ基を含有する化合物の混合物であってもよい。分子当たりのエポキシ基の「平均」数は
、エポキシ含有物質中のエポキシ基の総数を、存在する、エポキシ含有分子の総数で割っ
て決定される。
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【００９２】
　これらのエポキシ含有材料は、低分子量のモノマー材料から高分子量のポリマーまで様
々であり、それらの主鎖及び置換基の性質において大きく異なってもよい。許容できる置
換基の例としては、ハロゲン、エステル基、エーテル、スルホネート基、シロキサン基、
カルボシラン基、ニトロ基、ホスフェート基などが挙げられる。エポキシ含有材料の分子
量は、５８～１００，０００以上と様々であってもよい。
【００９３】
　本発明の方法に使用する樹脂系反応性成分として有用な好適なエポキシ含有材料は、米
国特許第６，１８７，８３６号（Ｏｘｍａｎら）及び同第６，０８４，００４号（Ｗｅｉ
ｎｍａｎｎら）に列挙されている。
【００９４】
　樹脂系反応成分として有用な他の好適なエポキシ樹脂としては、３，４－エポキシシク
ロヘキシルメチル－３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、３，４－エポキ
シ－２－メチルシクロヘキシルメチル－３，４－エポキシ－２－メチルシクロヘキサンカ
ルボキシレート及びビス（３，４－エポキシ－６－メチルシクロヘキシル－メチル）アジ
パートにより代表されるエポキシシクロヘキサンカルボキシレートなどのシクロヘキセン
オキシド基を含有するものが挙げられる。この性質を有する有用なエポキシドの、より詳
細なリストに関しては、米国特許第６，２４５，８２８号（Ｗｅｉｎｍａｎｎら）、同第
５，０３７，８６１号（Ｃｒｉｖｅｌｌｏら）、及び同第６，７７９，６５６号（Ｋｌｅ
ｔｔｋｅら）を参照されたい。
【００９５】
　本明細書に開示される歯科用組成物に有用であり得る他のエポキシ樹脂としては、グリ
シジルエーテルモノマーが挙げられる。例は、多価フェノールをエピクロロヒドリン（例
えば、２，２－ビス－（２，３－エポキシプロポキシフェノール）プロパンのジグリシジ
ルエーテル）などの過剰のクロロヒドリンと反応させることにより得られる多価フェノー
ルのグリシジルエーテルである。このタイプのエポキシドの更に他の例は、米国特許第３
，０１８，２６２（Ｓｃｈｒｏｅｄｅｒ）及び「Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｅｐｏｘｙ　
Ｒｅｓｉｎｓ」ｂｙ　Ｌｅｅ　ａｎｄ　Ｎｅｖｉｌｌｅ，ＭｃＧｒａｗ－Ｈｉｌｌ　Ｂｏ
ｏｋ　Ｃｏ．，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ（１９６７）に記載されている。
【００９６】
　樹脂系反応成分として有用な他の好適なエポキシドは、シリコンを含有するものであり
、その有用な例は、国際特許出願公開第０１／５１５４０号（Ｋｌｅｔｔｋｅら）に記載
されている。
【００９７】
　樹脂系反応成分として有用な更なる好適なエポキシドとしては、オクタデシレンオキシ
ド、エピクロロヒドリン、スチレンオキシド、ビニルシクロヘキセンオキシド、グリシド
ール、グリシジルメタクリレート、ビスフェノールＡのジフリシジルエーテル、及び米国
特許第７，２６２，２２８号（Ｏｘｍａｎら）に記載の、その他の市販のエポキシドが挙
げられる。
【００９８】
　様々なエポキシ含有材料のブレンドも想到される。このようなブレンドの例は、低分子
量（２００未満）、中間分子量（２００～１０，０００）、及び高分子量（１０，０００
超）のような、エポキシ含有化合物重量平均分子量分布を２つ以上含む。あるいは又は更
に、エポキシ樹脂は、脂肪族及び芳香族のような異なる化学的性質、あるいは極性及び非
極性のような異なる官能性基を有する、エポキシ含有材料のブレンドを含有してもよい。
【００９９】
　カチオン活性官能基を有する、他の種類の有用な硬化性成分としては、ビニルエーテル
、オキセタン、スピロ－オルトカーボネート、スピロ－オルトエステルなどが挙げられる
。
【０１００】
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　所望の場合、カチオン活性官能基及びフリーラジカル活性官能基の双方が単一分子内に
含有されてもよい。そのような分子は、例えば、ジ－又はポリ－エポキシドをエチレン性
不飽和カルボン酸の１当量以上と反応させることにより得ることができる。こうした物質
の例は、ＵＶＲ－６１０５（Ｕｎｉｏｎ　Ｃａｒｂｉｄｅから入手可能）と１当量のメタ
クリル酸との反応生成物である。エポキシ及び遊離活性官能基を有する市販材料としては
、Ｄａｉｃｅｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ（日本）から入手可能なＣＹＣＬＯＭＥＲ　Ｍ－１０
０、Ｍ－１０１、又はＡ－２００のようなＣＹＣＬＯＭＥＲシリーズ、及びＲａｄｃｕｒ
ｅ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅｓ（Ａｔｌａｎｔａ，ＧＡ）、ＵＣＢ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓか
ら入手可能なＥＢＡＣＲＹＬ－３６０５が挙げられる。
【０１０１】
　カチオン硬化性成分としては、ヒドロキシル含有有機材料を更に挙げることができる。
好適なヒドロキシル含有材料は、少なくとも１つ、好ましくは少なくとも２つのヒドロキ
シル官能基を有するいずれかの有機材料であってもよい。好ましくは、ヒドロキシル含有
材料は、一級又は二級脂肪族ヒドロキシル基（即ち、ヒドロキシル基は非芳香族炭素原子
に直接固着している）を２つ以上含有する。ヒドロキシル基は、末端に位置してもよく、
又はポリマー若しくはコポリマーから懸垂（terminally situated）してもよい。ヒドロ
キシル含有有機材料の分子量は、非常に低い（例えば、３２）から非常に高い（例えば、
１００万以上）まで、様々であってもよい。好適なヒドロキシル含有材料は、低分子量（
即ち、３２～２００）、中間分子量（即ち、２００～１０，０００）、又は高分子量（即
ち、１０，０００超）を有することができる。本明細書で使用する時、全ての分子量は、
重量平均分子量である。
【０１０２】
　ヒドロキシル含有材料は、その性質において非芳香族であってもよく、又は芳香族官能
基を含有してもよい。ヒドロキシル含有材料は、所望により分子の主鎖内に窒素、酸素、
硫黄などのような、へテロ原子を含有してもよい。ヒドロキシル含有材料は、例えば、天
然起源のセルロース系材料、又は合成的に調製されるセルロース系材料から選択すること
ができる。ヒドロキシル含有材料は、熱的に又は光分解的に不安定であり得る基を実質的
に含まないものとするべきであり、即ち、その材料は、１００℃未満の温度で、又は重合
性組成物に関して所望の光重合条件時に発生し得る化学線の存在下で、揮発性成分を分解
又は遊離してはならない。
【０１０３】
　本発明の方法に有用な好適なヒドロキシル含有物質は、米国特許第６，１８７，８３６
号（Ｏｘｍａｎら）に列挙されている。
【０１０４】
　硬化性成分はまた、単一分子内にヒドロキシル基及びカチオン活性官能基を含有しても
よい。一例は、ヒドロキシル基及びエポキシ基の双方を含む単一分子である。
【０１０５】
　ガラスアイオノマー
　本明細書に記載される硬化性歯科用組成物は、典型的にはその主成分として、エチレン
系不飽和カルボキシル酸（例えば、ポリアクリル酸、コポリ（アクリル、イタコン酸）な
ど）ホモポリマー又はコポリマーを用いる従来のガラスアイオノマーセメント、フルオロ
アルミノシリケート（「ＦＡＳ」）ガラス、水、及び酒石酸などのキレート化剤など、ガ
ラスアイオノマーセメントを含んでもよい。従来のガラスアイオノマー（即ち、ガラスア
イオノマーセメント）は、一般に、使用直前に混合される粉末／液体処方で供給される。
この混合物は、ポリカルボン酸の酸性反復単位と、ガラスから浸出するカチオンとのイオ
ン反応によって、暗所で自己硬化する。
【０１０６】
　ガラスアイオノマーセメントは、更に樹脂修飾ガラスアイオノマー（「ＲＭＧＩ」）セ
メントも含むことができる。従来のガラスアイオノマーのように、ＲＭＧＩセメントは、
ＦＡＳガラスを使用する。しかしながら、ＲＭＧＩの有機部分が異なる。ＲＭＧＩの１つ
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の種類では、例えば、米国特許第５，１３０，３４７号（Ｍｉｔｒａ）に記載されるよう
に、ポリカルボン酸は、その酸性反復単位の一部が、ペンダント硬化性基によって置換さ
れるか、又はエンドキャップされるように変性され、また光開始剤が添加されて第２の硬
化メカニズムが提供される。アクリレート基又はメタクリレート基が、ペンダント硬化性
基として通常使用される。別の種類のＲＭＧＩでは、セメントは、例えば、Ｍａｔｈｉｓ
らの「Ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ　ｏｆ　ａ　Ｎｅｗ　Ｇｌａｓｓ　Ｉｏｎｏｍｅｒ／Ｃｏｍ
ｐｏｓｉｔｅ　Ｒｅｓｉｎ　Ｈｙｂｒｉｄ　Ｒｅｓｔｏｒａｔｉｖｅ」（Ａｂｓｔｒａｃ
ｔ　Ｎｏ．５１，Ｊ．Ｄｅｎｔ　Ｒｅｓ．，６６：１１３（１９８７））、並びに米国特
許第５，０６３，２５７号（Ａｋａｈａｎｅら）、同第５，５２０，７２５号（Ｋａｔｏ
ら）、同第５，８５９，０８９号（Ｑｉａｎ）、同第５，９２５，７１５号（Ｍｉｔｒａ
）、及び同第５，９６２，５５０号（Ａｋａｈａｎｅら）に記載されるように、ポリカル
ボン酸、アクリレート官能性モノマー若しくはメタクリレート官能性モノマー、及び光開
始剤を含む。別の種類のＲＭＧＩでは、セメントは、例えば、米国特許第５，１５４，７
６２号（Ｍｉｔｒａら）、同第５，５２０，７２５号（Ｋａｔｏら）、及び同第５，８７
１，３６０号（Ｋａｔｏら）に記載されるように、ポリカルボン酸、アクリレート官能性
モノマー若しくはメタクリレート官能性モノマー、及び酸化還元硬化系若しくは他の化学
硬化系を含むことができる。別の種類のＲＭＧＩでは、セメントは、米国特許第４，８７
２，９３６号（Ｅｎｇｅｌｂｒｅｃｈｔ）、同第５，２２７，４１３号（Ｍｉｔｒａ）、
同第５，３６７，００２号（Ｈｕａｎｇら）、及び同第５，９６５，６３２号（Ｏｒｌｏ
ｗｓｋｉ）に記載されるような、様々なモノマー含有成分又は樹脂含有成分を含むことが
できる。そのようなセメントを含む歯科用合成物は、ポリカルボン酸の酸性反復単位とガ
ラスから浸出するカチオンとの間におけるイオン性反応に起因して、歯科用混合物は暗所
で硬化することができ、市販のＲＭＧＩ生成物も、典型的には、歯科用硬化ランプからの
光にセメントを曝露すると硬化する。酸化還元硬化系を含有し、化学線を使用せずとも暗
所で硬化可能なＲＭＧＩセメントは、米国特許第６，７６５，０３８号（Ｍｉｔｒａ）に
記載されている。
【０１０７】
　特定の実施形態では、ＲＭＧＩセメントは、好ましくは粉末／液体系、又はペースト／
ペースト系として配合され、混合及び塗布時に水を含有する。アセンブリが、硬化性材料
が塗布された圧縮性材料を有する実施形態の場合、水は、樹脂及び充填材から分離されて
もよい。他の特定の実施形態では、乳化剤を使用して樹脂中に水を浮遊させて油中水マイ
クロエマルジョンを作成することによって、良好な貯蔵性を有するセメントを調製するこ
とができる。硬化性材料が水を含まない他の実施形態の場合、歯にある余分な水が、接着
処理のための水を提供することができる。追加の微粒子充填材又は繊維質圧縮性材料とし
て、フルオロアルミノシリケートガラスを混入してもよい。
【０１０８】
　光反応開始剤系
　特定の実施形態では、本発明の歯科用組成物は光硬化性であり、即ち、歯科用組成物は
、光硬化性成分と、化学線を照射すると歯科用組成物の重合（又は硬化）を開始する光反
応開始剤（即ち、光反応開始剤系）と、を含有する。そのような光重合可能組成物は、フ
リーラジカル重合可能又はカチオン重合可能であってもよい。
【０１０９】
　フリーラジカル光重合性組成物を重合するのに好適な光開始剤（即ち、１つ以上の化合
物を含む光開始剤系）としては、二成分及び三成分系が挙げられる。典型的な三成分系光
開始剤には、米国特許第５，５４５，６７６号（Ｐａｌａｚｚｏｔｔｏら）に記載される
、ヨードニウム塩、光増感剤、及び電子供与体化合物が挙げられる。好ましいヨードニウ
ム塩は、ジアリールヨードニウム塩、例えば、ジフェニルヨードニウムクロライド、ジフ
ェニルヨードニウムヘキサフルオロホスフェート、ジフェニルヨードニウムテトラフルオ
ロボレート、及びトリクミルヨードニウムテトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレー
トである。好ましい光増感剤は、４００ｎｍ～５２０ｎｍ（好ましくは、４５０ｎｍ～５
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００ｎｍ）の範囲内の光の一部を吸収するモノケトン及びジケトンである。より好ましい
化合物は、４００ｎｍ～５２０ｎｍ（更により好ましくは、４５０ｎｍ～５００ｎｍ）の
範囲内の光の一部を吸収するαジケトンである。好ましい化合物は、カンファーキノン、
ベンジル、フリル、３，３，６，６－テトラメチルシクロヘキサンジオン、フェナントラ
キノン、１－フェニル－１，２－プロパンジオン及び他の１－アリール－２－アルキル－
１，２－エタンジオン、並びに環状αジケトンである。カンファーキノンが最も好ましい
。好ましい電子供与体化合物としては、置換アミン、例えば、エチルジメチルアミノベン
ゾエートが挙げられる。カチオン的に重合可能な樹脂を光重合させるために有用な他の好
適な三成分系光開始剤は、例えば、米国特許第６，７６５，０３６号（Ｄｅｄｅら）に記
載されている。
【０１１０】
　フリーラジカル光重合性組成物の重合に好適な他の光開始剤としては、３８０ｎｍ～１
２００ｎｍの機能波長範囲を一般に有するホスフィンオキシドのクラスが挙げられる。３
８０ｎｍ～４５０ｎｍの機能波長範囲を有する好ましいホスフィンオキシドフリーラジカ
ル開始剤は、米国特許第４，２９８，７３８号（Ｌｅｃｈｔｋｅｎら）、同第４，３２４
，７４４号（Ｌｅｃｈｔｋｅｎら）、同第４，３８５，１０９号（Ｌｅｃｈｔｋｅｎら）
、同第４，７１０，５２３号（Ｌｅｃｈｔｋｅｎら）、及び同第４，７３７，５９３号（
Ｅｌｌｒｉｃｈら）、同第６，２５１，９６３号（Ｋｏｈｌｅｒら）、並びに欧州特許出
願第０　１７３　５６７（Ａ２）号（Ｙｉｎｇ）に記載されるもののような、アシルホス
フィンオキシド又はビスアシルホスフィンオキシドである。
【０１１１】
　３８０ｎｍ超～４５０ｎｍの波長範囲で照射されたときにフリーラジカル反応を開始す
ることができる、市販のホスフィンオキシド光開始剤としては、ビス（２，４，６－トリ
メチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキシド（ＩＲＧＡＣＵＲＥ　８１９、Ｃｉｂａ
　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ（Ｔａｒｒｙｔｏｗｎ，ＮＹ））、ビス（２
，６－ジメトキシベンゾイル）－（２，４，４－トリメチルペンチル）ホスフィンオキシ
ド（ＣＧＩ　４０３、Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）、ビス（２
，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィンオキシドと
２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オンと重量比２５：７５の混
合物（ＩＲＧＡＣＵＲＥ１７００、Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ
）、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキシドと２－ヒド
ロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オンと重量比１：１の混合物（ＤＡＲ
ＯＣＵＲ　４２６５、Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）、及びエチ
ル２，４，６－トリメチルベンジルフェニルホスフィナート（ＬＵＣＩＲＩＮ　ＬＲ８８
９４Ｘ、ＢＡＳＦ　Ｃｏｒｐ．（Ｃｈａｒｌｏｔｔｅ，ＮＣ））が挙げられる。
【０１１２】
　典型的には、ホスフィンオキシド反応開始剤は、歯科用組成物の総重量を基準として、
０．１重量％～５．０重量％など、触媒的に有効な量で光重合性組成物中に存在する。
【０１１３】
　三級アミン還元剤を、アシルホスフィンオキシドと組み合わせて使用してもよい。本発
明で有用な三級アミンの具体例としては、エチル－４－（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ）ベン
ゾエート及びＮ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリレートが挙げられる。アミン還元剤
が存在する場合、それは、歯科用組成物の総重量を基準として、０．１重量％～５．０重
量％の量で光重合性組成物中に存在する。他の反応開始剤の有用な量は、当業者には周知
である。
【０１１４】
　カチオン光重合性組成物の重合に好適な光開始剤としては、二成分系、及び三成分系が
挙げられる。典型的な三成分光開始剤は、欧州特許第０　８９７　７１０号（Ｗｅｉｎｍ
ａｎｎら）、米国特許第５，８５６，３７３号（Ｋａｉｓａｋｉら）、同第６，０８４，
００４号（Ｗｅｉｎｍａｎｎら）、同第６，１８７，８３３号（Ｏｘｍａｎら）、及び同
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第６，１８７，８３６号（Ｏｘｍａｎら）、並びに同第６，７６５，０３６号（Ｄｅｄｅ
ら）に記載されるように、ヨードニウム塩、光増感剤、及び電子供与体化合物を含む。本
発明の歯科用組成物は、電子供与体として１つ以上のアントラセン系化合物を含むことが
できる。いくつかの実施形態では、歯科用組成物は、複数の置換アントラセン化合物、又
は置換アントラセン化合物と非置換アントラセンの組み合わせを含む。光開始剤系の部分
としてのこれらの混合アントラセン電子供与体の組み合わせは、同一のマトリックスにお
ける同等の単一供与体光開始剤系と比較した場合、有意に増強された硬化深さ、硬化速度
、及び温度不感応性をもたらす。アントラセン系電子供与体を有するこのような組成物は
、米国特許第７，２６２，２２８号（Ｏｘｍａｎら）に記載されている。
【０１１５】
　好適なヨードニウム塩としては、トリルクミルヨードニウムテトラキス（ペンタフルオ
ロフェニル）ボレート、トリルクミルヨードニウムテトラキス（３，５－ビス（トリフル
オロメチル－フェニル）ボレート）、及び例えば、ジフェニルヨードニウムクロライド、
ジフェニルヨードニウムヘキサフルオロホスフェート、ジフェニルヨードニウムヘキサフ
ルオロアンチモネート、及びジフェニルヨードニウムテトラフルオロボレートなどのジア
リールヨードニウム塩が挙げられる。好適な光増感剤は、４５０ｎｍ～５２０ｎｍ（好ま
しくは、４５０ｎｍ～５００ｎｍ）の範囲内の一部の光を吸収するモノケトン及びジケト
ンである。より好適な化合物は、４５０ｎｍ～５２０ｎｍ（更により好ましくは、４５０
ｎｍ～５００ｎｍ）の範囲内の光の一部を吸収するαジケトンである。好ましい化合物は
、カンファーキノン、ベンジル、フリル、３，３，６，６－テトラメチルシクロヘキサン
ジオン、フェナントラキノン、及び他の環状αジケトンである。カンファーキノンが最も
好ましい。好適な電子供与体化合物としては、置換アミン、例えば、エチル４－（ジメチ
ルアミノ）ベンゾエート及び２－ブトキシエチル－４－（ジメチルアミノ）ベンゾエート
、並びに多縮合芳香族化合物（例えば、アントラセン）が挙げられる。
【０１１６】
　反応開始剤系は、所望の硬化（例えば、重合及び／又は架橋）速度を提供するために十
分な量で存在する。光開始剤に関しては、この量は、光源、放射エネルギーに曝露される
層の厚さ、及び光開始剤の吸光係数にある程度依存することになる。好ましくは、開始剤
系は、歯科用組成物重量を基準として、少なくとも０．０１重量％、より好ましくは少な
くとも０．０３重量％、最も好ましくは少なくとも０．０５重量％の総量で存在する。好
ましくは、開始剤系は、歯科用組成物重量を基準として、１０重量％以下、より好ましく
は５重量％以下、最も好ましくは２．５重量％以下の総量で存在する。
【０１１７】
　酸化還元反応開始剤系
　特定の実施形態では、本発明の歯科用組成物は化学硬化性であり、即ち、歯科用組成物
は、化学硬化性成分と、化学線による照射に依存することなく歯科用組成物を重合、硬化
、又は別の方法で硬化することができる化学反応開始剤（即ち、反応開始剤系）と、を含
有する。そのような化学硬化性歯科用組成物は、場合によっては「自己硬化性」組成物と
称され、ガラスアイオノマーセメント、樹脂修飾ガラスアイオノマーセメント、酸化還元
硬化系、及びこれらの組み合わせを含んでもよい。
【０１１８】
　化学硬化性歯科用組成物は、硬化性成分（例えば、エチレン系不飽和重合性成分）と、
酸化剤及び還元剤を含む酸化還元剤と、を含む酸化還元硬化系を含んでもよい。本発明に
有用な硬化性成分、酸化還元剤、任意の酸官能性成分、及び任意の充填剤は、米国特許第
７，１７３，０７４号（Ｍｉｔｒａら）及び同第６，９８２，２８８号（Ｍｉｔｒａら）
に記載されている。
【０１１９】
　樹脂系（例えば、エチレン性不飽和構成要素）の重合を開始することが可能なフリーラ
ジカルを製造するために、還元剤及び酸化剤は、互いに反応するか、ないしは別の方法で
協働すべきである。この種の硬化は、暗反応である、即ち、光の存在に依存せず光が存在
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しない状態下で進行可能である。還元剤及び酸化剤は、好ましくは十分に貯蔵安定性があ
り、望ましくない着色がなく、典型的な歯科条件下においての保存及び使用を可能にする
。これらは、硬化性歯科組成物の他の構成要素に容易に溶解する（及び、硬化性組成物の
他の構成要素からの分離を阻止する）ことを可能にするために、樹脂系と十分に混和性が
あるべきである。
【０１２０】
　有用な還元剤としては、米国特許第５，５０１，７２７号（Ｗａｎｇら）に記載されて
いるようなアスコルビン酸、アスコルビン酸誘導体、及び金属錯体アスコルビン酸化合物
；アミン、特に４－ｔ－ブチルジメチルアニリンのような三級アミン；ｐ－トルエンスル
フィン酸塩及びベンゼンスルフィン酸塩のような、芳香族スルフィン酸塩；１－エチル－
２－チオ尿素、テトラエチルチオ尿素、テトラメチルチオ尿素、１，１－ジブチルチオ尿
素、及び１，３－ジブチルチオ尿素のような、チオ尿素；並びにこれらの混合物が挙げら
れる。他の二級還元剤としては、塩化コバルト（ＩＩ）、塩化第一鉄、硫酸第一鉄、ヒド
ラジン、ヒドロキシルアミン（酸化剤の選択に依存する）、亜ジチオン酸塩又は亜硫酸塩
アニオンの塩、及びこれらの混合物を挙げてもよい。好ましくは、還元剤はアミンである
。
【０１２１】
　好適な酸化剤はまた、当業者によく知られており、例えば、ナトリウム、カリウム、ア
ンモニウム、セシウム、及びアルキルアンモニウム塩などの過硫酸及びその塩が挙げられ
るが、これらに限定されない。更なる酸化剤としては、過酸化物、例えば、過酸化ベンゾ
イル、ヒドロペルオキシド（例えば、クミルヒドロペルオキシド）、ｔ－ブチルヒドロペ
ルオキシド、及びアミルヒドロペルオキシド、並びに遷移金属の塩、例えば、塩化コバル
ト（ＩＩＩ）及び塩化第二鉄、硫酸セリウム（ＩＶ）、過ホウ酸及びその塩、過マンガン
酸及びその塩、過リン酸及びその塩、並びにこれらの混合物が挙げられる。
【０１２２】
　１以上の酸化剤又は１以上の還元剤を使用することが望ましい場合がある。少量の遷移
金属化合物を添加して、レドックス硬化速度を速めてもよい。一部の実施形態では、米国
特許第６，９８２，２８８号（Ｍｉｔｒａら）に記載されているように、重合性組成物の
安定性を増強するために、二次的なイオン性塩を含むことが好ましい場合がある。
【０１２３】
　還元剤及び酸化剤は、適切なフリーラジカル反応速度を得るのに十分な量で存在する。
これは、任意の充填剤を除く硬化性歯科用組成物の成分を全て組み合わせ、硬化した質量
が得られるか否かを観察することによって評価することができる。
【０１２４】
　好ましくは、還元剤は、硬化性歯科用組成物の成分の総重量（水を含む）を基準として
、少なくとも０．０１重量％、より好ましくは少なくとも０．１重量％の量で存在する。
好ましくは、還元剤は、硬化性歯科用組成物の成分の総重量（水を含む）を基準として、
１０重量％以下、より好ましくは５重量％以下の量で存在する。
【０１２５】
　好ましくは、酸化剤は、硬化性歯科用組成物の成分の総重量（水を含む）を基準として
、少なくとも０．０１重量％、より好ましくは少なくとも０．１０重量％の量で存在する
。好ましくは、酸化剤は、硬化性歯科用組成物の成分の総重量（水を含む）を基準として
、１０重量％以下、より好ましくは５重量％以下の量で存在する。
【０１２６】
　還元剤又は酸化剤は、米国特許第５，１５４，７６２号（Ｍｉｔｒａら）に記載される
ように、マイクロカプセル化することができる。これは、一般に、硬化性歯科用組成物の
貯蔵安定性を向上し、必要であれば、還元剤及び酸化剤をともにパッケージ化することを
可能にする。例えば、封入剤を適切に選択することにより、酸化剤及び還元剤を酸官能基
成分及び任意の充填剤と組み合わせて、貯蔵安定状態に維持することができる。同様に、
非水溶性封入剤を適切に選択することにより、還元剤及び酸化剤をＦＡＳガラス及び水と
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組み合わせて、貯蔵安定状態に維持することができる。
【０１２７】
　酸化還元硬化系は、他の硬化系と、例えば、米国特許第５，１５４，７６２号（Ｍｉｔ
ｒａら）に記載されているような硬化性歯科用組成物と組み合わせることができる。
【０１２８】
　充填剤
　特定の好ましい実施形態では、硬化性歯科用組成物は不充填である。他の特定の実施形
態では、硬化性歯科用組成物は充填剤を更に含む。充填剤は、歯科用修復組成物に現在使
用されている充填剤など、歯科用途に使用される組成物に組み込むのに適した多種多様な
材料の１つ以上から選択することができる。
【０１２９】
　充填剤は、好ましくは超微粒子状である。充填剤は、単峰性又は複峰性（例えば、二峰
性）の粒径分布を有することができる。好ましくは、充填剤の最大粒径（粒子の最大寸法
、典型的には直径）は、３０マイクロメートル未満、より好ましくは２０マイクロメート
ル未満、最も好ましくは１０マイクロメートル未満である。好ましくは、充填剤の平均粒
径は、０．１マイクロメートル未満、より好ましくは０．０７５マイクロメートル未満で
ある。
【０１３０】
　充填剤は、無機物質であり得る。それはまた、樹脂系（即ち、硬化性成分）に不溶性の
架橋型有機物質であり得、所望により無機充填剤で充填することもできる。充填剤は、い
かなる場合においても無毒性であり、口内での使用に適したものでなければならない。充
填剤は、放射線不透過性又は放射線透過性とすることができる。充填剤は典型的には、実
質的に水に不溶性である。
【０１３１】
　適切な無機充填剤の例は、石英（即ち、シリカ、ＳｉＯ２）；窒化物（例えば、窒化ケ
イ素）；例えばＺｒ、Ｓｒ、Ｃｅ、Ｓｂ、Ｓｎ、Ｂａ、Ｚｎ、及びＡｌから得られたガラ
ス及び充填材；長石；ホウケイ酸塩ガラス；カオリン；滑石；ジルコニア；チタニア；米
国特許第４，６９５，２５１号に記載されたものなどの低モース硬度充填材（Ｒａｎｄｋ
ｌｅｖ）；及びサブミクロンシリカ粒子（例えば、Ｄｅｇｕｓｓａ　Ｃｏｒｐ．（Ａｋｒ
ｏｎ，ＯＨ）から「ＯＸ　５０」、「１３０」、「１５０」及び「２００」シリカと、Ｃ
ａｂｏｔ　Ｃｏｒｐ．（Ｔｕｓｃｏｌａ，ＩＬ）からのＣＡＢ－Ｏ－ＳＩＬ　Ｍ５シリカ
を含む商標名ＡＥＲＯＳＩＬで入手可能なものなどの発熱性シリカ）を含むが、これらに
限定されない自然発生又は合成材料である。好適な有機充填剤粒子の例としては、充填又
は未充填粉砕ポリカーボネート、ポリエポキシドなどが挙げられる。充填材の更に他の例
には、例えば、国際出願公開第２０１０／０３９３９５号（Ａｍｏｓら）及び同第２００
９／０４５７５２号（Ｋａｌｇｕｔｋａｒら）に記載された柔軟な充填材を含む。
【０１３２】
　好適な非酸反応性充填剤粒子としては、石英（即ち、シリカ）、サブマイクロメートル
のシリカ、ジルコニア、サブマイクロメートルのジルコニア、及び米国特許第４，５０３
，１６９号（Ｒａｎｄｋｌｅｖ）に記載されている種類の非ガラス質微小粒子が挙げられ
る。これら非酸反応性充填剤の混合物、並びに有機及び無機の物質から調製される混合充
填剤も検討される。
【０１３３】
　充填剤はまた、酸反応性充填剤であってもよい。好適な酸反応性充填剤としては、金属
酸化物、ガラス、及び金属塩が挙げられる。典型的な金属酸化物としては、酸化バリウム
、酸化カルシウム、酸化マグネシウム、及び酸化亜鉛が挙げられる。典型的なガラスとし
ては、ホウ酸ガラス、リン酸ガラス、及びフルオロアルミノシリケート（「ＦＡＳ」）ガ
ラスが挙げられる。ＦＡＳガラスが特に好ましい。ＦＡＳガラスは、典型的には、十分な
溶出性のカチオンを含有するので、ガラスが硬化性歯科用組成物の成分と混合されるとき
、硬化した歯科用組成物が形成される。ガラスはまた、典型的には、十分な溶出性のフッ
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化物イオンを含有するので、硬化した歯科用組成物は抗う食性を有するようになる。この
ガラスは、フッ化物、アルミナ、及び他のガラス形成成分を含有する溶解物から、ＦＡＳ
ガラス製造技術における当業者に周知の技術を使用して作製することができる。ＦＡＳガ
ラスは、典型的には、十分に超微粒子状の粒子の形態であるので、他のセメント構成成分
と都合よく混合することができ、得られた混合物が口内に使用される時に良好に機能する
。
【０１３４】
　一般に、ＦＡＳガラスの平均粒径（典型的には、直径）は、例えば、沈殿分析器を使用
して測定した場合、１２マイクロメートル以下、典型的には１０マイクロメートル以下、
より典型的には５マイクロメートル以下である。好適なＦＡＳガラスは、当業者によく知
られており、多種多様な供給元から入手可能であり、多くは、商品名ＶＩＴＲＥＭＥＲ、
ＶＩＴＲＥＢＯＮＤ、ＲＥＬＹ　Ｘ　ＬＵＴＩＮＧ　ＣＥＭＥＮＴ、ＲＥＬＹ　Ｘ　ＬＵ
ＴＩＮＧ　ＰＬＵＳ　ＣＥＭＥＮＴ、ＰＨＯＴＡＣ－ＦＩＬ　ＱＵＩＣＫ、ＫＥＴＡＣ－
ＭＯＬＡＲ、及びＫＥＴＡＣ－ＦＩＬ　ＰＬＵＳ（３Ｍ　ＥＳＰＥ　Ｄｅｎｔａｌ　Ｐｒ
ｏｄｕｃｔｓ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ））、ＦＵＪＩ　ＩＩ　ＬＣ及びＦＵＪＩ　ＩＸ（
Ｇ－Ｃ　Ｄｅｎｔａｌ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｃｏｒｐ．，Ｔｏｋｙｏ，Ｊａｐａｎ）
、及びＣＨＥＭＦＩＬ　Ｓｕｐｅｒｉｏｒ（Ｄｅｎｔｓｐｌｙ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎ
ａｌ，Ｙｏｒｋ，ＰＡ）として市販されているもの等、現在入手可能なガラスアイオノマ
ーセメント内に見出される。必要に応じて、充填剤の混合物を使用することが可能である
。
【０１３５】
　充填剤及び樹脂間の固着を高めるために、充填剤粒子の表面を更に、カップリング剤で
処理することができる。好適なカップリング剤の使用は、γ－メタクリルオキシプロピル
トリメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリエトキシシラン、γ－アミノプロピル
トリメトキシシラン等を含む。特定の実施形態では、シラン処理ジルコニア－シリカ（Ｚ
ｒＯ２－ＳｉＯ２）充填剤、シラン処理シリカ充填剤、シラン処理ジルコニア充填剤、及
びこれらの組み合わせが、特に好ましい。
【０１３６】
　他の好適な充填剤は、米国特許第６，３８７，９８１号（Ｚｈａｎｇら）及び同第６，
５７２，６９３号（Ｗｕら）、並びに国際特許出願公開第０１／３０３０５号（Ｚｈａｎ
ｇら）、同第０１／３０３０６号（Ｗｉｎｄｉｓｃｈら）、同第０１／３０３０７号（Ｚ
ｈａｎｇら）、及び同第０３／０６３８０４号（Ｗｕら）に記載されている。これらの参
考文献に記載された充填剤構成要素としては、ナノサイズのシリカ粒子、ナノサイズの金
属酸化物粒子、及びこれらの組み合わせが挙げられる。また、ナノ充填剤は、米国特許第
７，０９０，７２１号（Ｃｒａｉｇら）、同第７，０９０，７２２号（Ｂｕｄｄら）、及
び同第７，１５６，９１１号（Ｋａｎｇａｓら）、並びに米国特許出願公開第２００５／
０２５６２２３　Ａ１号（Ｋｏｌｂら）に記載されている。
【０１３７】
　硬化性歯科用組成物が１つ以上の充填剤を含む実施形態では、硬化性歯科用組成物は、
好ましくは、少なくとも１重量％の充填剤、より好ましくは少なくとも２重量％の充填剤
、最も好ましくは少なくとも５重量％の充填剤を含む。硬化性歯科用組成物が１つ以上の
充填剤を含む実施形態では、硬化性歯科用組成物は、好ましくは、最大でも８５重量％の
充填剤、より好ましくは最大でも５０重量％の充填剤、最も好ましくは最大でも２５重量
％の充填剤を含む。
【０１３８】
　特定の好ましい実施形態では、不充填又は低充填硬化性歯科用組成物は、余分な硬化性
及び／又は硬化した歯科用組成物の容易な掃除を提供する。低充填硬化性歯科用組成物は
、最大で３５重量％の充填剤、より好ましくは最大で２０重量％の充填剤、最も好ましく
は最大で１０重量％の充填剤を含む。不充填及び／又は低充填硬化性歯科用組成物の例と
しては、プライマー及び／又はセルフエッチングプライマーが挙げられる。
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【０１３９】
　特定の好ましい実施形態では、硬化性歯科用組成物（例えば、充填又は不充填）は、本
明細書に記載される方法では、例えば、口腔温度（例えば、３７℃）で適用の間流動性で
ある。本明細書で使用するとき、「流動性」の硬化性歯科用組成物は、歯科用組成物が口
腔温度（例えば、３７℃）においてその自重で変形又は流動することを意味する。特定の
「流動性」硬化性歯科用組成物は、室温（例えば、２０～２５℃）においてそれらの自重
で変形又は流動する。
【０１４０】
　任意の光退色性及び／又は示温性染料
　いくつかの実施形態では、本発明の硬化性歯科用組成物は、好ましくは、歯牙構造とは
著しく異なる初期色を有する。色は、好ましくは、光退色性又は示温性染料を使用するこ
とによって歯科用組成物に付与される。歯科用組成物は、好ましくは、歯科用組成物の総
重量を基準として、少なくとも０．００１重量％の光退色性又は示温性染料、より好まし
くは少なくとも０．００２重量％の光退色性又は示温性染料を含む。歯科用組成物は、好
ましくは、歯科用組成物の総重量を基準として、最大１重量％の光退色性又は示温性染料
、より好ましくは最大０．１重量％の光退色性又は示温性染料を含む。光退色性及び／又
は示温性染料の量は、その吸光係数、人間の目が初期色を識別する能力、及び所望の色変
化に応じて変えることができる。好適な示温性染料は、例えば、米国特許第６，６７０，
４３６号（Ｂｕｒｇａｔｈら）に開示されている。
【０１４１】
　光退色性染料を含む実施形態において、光退色性染料の色形成及び退色特性は、例えば
、酸強度、誘電率、極性、酸素量、及び大気の湿分含量を含む様々な要因によって変動す
る。しかしながら、染料の退色特性は、歯科用組成物に光を照射し、色の変化を評価する
ことによって、容易に決定することができる。好ましくは、少なくとも１つの光退色性染
料は、硬化性樹脂に少なくとも部分的に可溶性である。
【０１４２】
　光退色性染料の代表的な型は、例えば、米国特許第６，３３１，０８０号（Ｃｏｌｅら
）、同６，４４４，７２５号（Ｔｒｏｍら）、及び同６，５２８，５５５号（Ｎｉｋｕｔ
ｏｗｓｋｉら）に記載されている。好ましい色素としては、例えば、ローズベンガル（Ro
se Bengal）、メチレンバイオレット（Methylene Violet）、メチレンブルー（Methylene
 Blue）、フルオレセイン（Fluorescein）、エオシンイエロー（Eosin Yellow）、エオシ
ンＹ（Eosin Y）、エチルエオシン（Ethyl Eosin）、エオシンブルイッシュ（Eosin blui
sh）、エオシンＢ（Eosin B）、エリスロシンＢ（Erythrosin B）、エリスロシンイエロ
ー調ブレンド（Erythrosin Yellowish Blend）、トルイジンブルー（ToluidineBlue）、
４’，５’－ジブロモフルオレセイン（4’, 5’-Dibromofluorescein）、及びこれらの
組み合わせが挙げられる。
【０１４３】
　本発明の組成物における色変化は、光によって開始する。好ましくは、歯科用組成物の
色変化は、例えば、十分な時間可視光又は近赤外（ＩＲ）光を放射する歯科用硬化灯を使
用して、化学線を使用して開始される。本発明の歯科用組成物の色変化を開始するメカニ
ズムは、硬化メカニズムが樹脂を硬化するのとは別々であっても、又はほぼ同時であって
もよい。例えば、化学的（例えば、酸化還元開始）又は熱的に重合が開始されると組成物
は硬化し、初期色から最終色への色変化は、この硬化プロセスの後に化学線に曝露されて
発生してもよい。
【０１４４】
　組成物における初期色から最終色までの色変化は、好ましくはカラーテストによって定
量化される。比色試験を用いて、３次元の色空間における全体的な色変化を示すΔＥ＊の
値を決定する。人の目では、通常の照明条件下で約３　ΔＥ＊の単位の変色を検出するこ
とができる。本発明の歯科用組成物は、好ましくは少なくとも２０のΔＥ＊、より好まし
くは少なくとも３０のΔＥ＊、最も好ましくは少なくとも４０のΔＥ＊の変色を有するこ
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とができる。
【０１４５】
　種々の任意の添加物
　所望により、本発明の組成物は、溶媒（例えば、アルコール（例えば、プロパノール、
エタノール）、ケトン（例えば、アセトン、メチルエチルケトン）、エステル（例えば、
酢酸エチル）、他の非水溶媒（例えば、ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、
ジメチルスルホキシド、１－メチル－２－ピロリジノン））、及び水を含有してもよい。
【０１４６】
　所望の場合、本発明の歯科用組成物は、指示薬、染料、色素、阻害物質、促進剤、粘度
調整剤、湿潤剤、緩衝剤、安定剤、及び当業者には明白であろう他の類似の成分などの添
加物を含有することができる。粘度調整剤は、熱感応性粘度調整剤（例えば、ＢＡＳＦ　
Ｗｙａｎｄｏｔｔｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｐａｒｓｉｐｐａｎｙ，ＮＪ）から入手
可能なＰＬＵＲＯＮＩＣ　Ｆ－１２７及びＦ－１０８など）を含み、調整剤上の重合性部
分又は調整剤と異なる重合性成分を任意に含んでもよい。このような熱感応性粘度調整剤
は、米国特許第６，６６９，９２７号（Ｔｒｏｍら）、及び米国特許出願公開第２００４
／０１５１６９１号（Ｏｘｍａｎら）に記載されている。
【０１４７】
　更に、薬剤又は他の治療用物質を、所望により歯科用組成物に添加することができる。
例としては、歯科用組成物に使用されることが多い種類の、フッ化物源、増白剤、抗う歯
剤（例えば、キシリトール）、カルシウム源、リン源、無機成分補給剤（例えば、リン酸
カルシウム化合物）、酵素、息清涼剤、麻酔剤、凝固剤、酸中和剤、化学療法剤、免疫反
応変性剤、チキソトロピー剤、ポリオール、抗炎症剤、抗菌剤（抗菌性脂質成分に加えて
）、抗真菌剤、口腔乾燥症治療剤、減感剤などが挙げられるが、これらに限定されない。
上述のいずれかの添加剤の組み合わせを用いてもよい。このような添加剤のどれか１つの
選択及び量は、過度な実験なしで所望の結果を達成するために、当業者によって選択する
ことができる。
【０１４８】
　固着方法
　圧縮性材料がその表面に固着される歯科用物品（例えば、歯科矯正装具）は、当該技術
分野において周知の方法（例えば、直接又は間接固着方法）を使用して歯牙構造に固着さ
れてもよい。
【０１４９】
　圧縮性材料３０６は、メーカーから提供される硬化性歯科用組成物３０８を含有するこ
とが好ましい。別の実施形態では、施術者が硬化性歯科用組成物３０８を圧縮性材料３０
６に添加することができる。例えば、施術者は、硬化性歯科用組成物３０８を圧縮性材料
３０６に適用することができ、又は圧縮性材料３０６を硬化性歯科用組成物３０８に浸漬
若しくは液浸することができる。
【０１５０】
　歯科用物品（例えば、歯科矯正装具）は、本明細書に記載される圧縮性材料及び硬化性
歯科用組成物を使用して、直接的及び／又は間接的方法を用いて歯牙構造に固着すること
ができる。図８に示された実施形態に従って、アセンブリ１０は、装具１１のベース材１
２が歯構造に実質的に固着されるまで歯構造に付勢される。次に、硬化性歯科用組成物３
０８が硬化される。この処置の間、歯科矯正装具は、装具と歯牙構造との間のあらゆる間
隙を実質的に充填するのに十分な圧力で、歯牙構造に適用される。
【０１５１】
　歯構造表面の輪郭が、ベース材１２の外側面の輪郭と正確に合致しない場合があるので
、圧縮性材料３０６は、ある領域では本質的に完全に圧縮され（例えば、元の細孔体積の
１０％以下が残っている）、また本質的に圧縮されず（例えば、元の細孔容積の９０％以
下が残っている）、又は他の領域ではある程度圧縮されてもよい。特定の実施形態では、
圧縮性材料３０６を可能な限り完全に圧縮して装具１１と歯牙構造との間の距離を最小限
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にすることは、装具の処方を正確に表現するのに有利である。特定の実施形態では、圧縮
性材料３０６は、０．８ミリメートル（ｍｍ）（０．０３インチ）～２．５ｍｍ（０．１
インチ）の初期（非圧縮）厚さと、少なくともいくつかの部分において０．１２ｍｍ（０
．００５インチ）～０．２５ｍｍ（０．０１インチ）の圧縮厚さ（例えば、非圧縮厚さの
０．１倍の圧縮厚さ）と、を有することができる。圧縮性材料３０６を圧縮することで、
余分な硬化性歯科用組成物２４が、圧縮された圧縮性材料３０６から、装具１１の周辺又
はその付近の歯牙構造５０内に滲出する。
【０１５２】
　いくつかの実施形態では、硬化中に圧縮性材料に圧力を加えて、圧縮性材料の反発を防
ぐことができる。他の実施形態では、圧縮性材料は、圧力が緩和された後であっても圧縮
されたままとなる。
【０１５３】
　歯牙構造は未治療又は治療済みであることができる。いくつかの実施形態では、歯牙構
造は、圧縮性材料３０６が歯牙構造と接触する前にセルフエッチングプライマーで処理さ
れる。そのような実施形態では、硬化性歯科用組成物は、典型的には、圧縮性材料を圧縮
している間、又はその直後に硬化させることができる。いくつかの実施形態では、硬化性
歯科用組成物は、セルフエッチング性であり、歯牙構造は、装具１１を適用する前は未処
理でよい。そのような実施形態では、硬化性歯科用組成物は、好ましくは、硬化性歯科用
組成物を硬化させる前のある期間（例えば、１５秒以上）歯牙構造に接触する。代替案と
して、歯構造を、リン酸エッチングによって処理し、その後で、ＴＲＡＮＳＢＯＮＤ　Ｘ
Ｔ商標の下塗剤やＴＲＡＮＳＢＯＮＤ　ＭＩＰ商標の下塗剤（両方とも３Ｍ　Ｕｎｉｔｅ
ｋ（Ｍｏｎｒｏｖｉａ，ＣＡ）より）などの適切な歯列矯正下塗剤で下塗りすることがで
きる。
【０１５４】
　装具１１を歯構造に適用する際、硬化性歯科用組成物及び／又は圧縮性材料（例えば、
圧縮性材料が、例えば、発泡され必要に応じて部分的に硬化された歯科用組成物）を硬化
させて、矯正装具を歯構造に接着することができる。歯科用組成物を硬化させる様々な適
切な方法が、当該技術分野において既知である。例えば、ある実施形態では、硬化性歯科
用組成物は、紫外線又は可視光への曝露によって硬化することができる。他の実施形態に
おいて、硬化性歯科用組成物は、２つ以上の部分を固着する際に硬化する多部分組成物と
して提供することができる。
【０１５５】
　本明細書に記載される圧縮性材料は、間接的固着方法に使用することができる。間接的
固着方法の場合、歯科矯正装具を、例えば、一般に配置装置を使用して、患者の歯列弓の
型（例えば、複製の石膏又は「石材」型）上に置き、後で患者の歯牙構造上に取り付ける
ための特注基部を提供することができる。一実施形態では、歯科矯正装具は、複製の石膏
又は「石材」型に固着するための、その基部に固着される圧縮性材料を有する。したがっ
て、例えば、硬化性歯科用組成物を硬化する際に、圧縮性材料を圧縮して特注基部を形成
することができる。例示的な間接的接着方法は、例えば、米国特許第７，１３７，８１２
号（Ｃｌｅａｒｙら）に記載されている。別の実施形態では、ブラケットは、洗い流すこ
とができる一時的接着剤を使用して、配置装置の形成中にモデル上の適所に保持される。
【０１５６】
　別の実施形態では、間接的固着配置用デバイスを、装具が取り付けられた患者の歯の迅
速プロトタイプ作成型（rapid prototyping model）（例えば、ステレオリソグラフィ、
選択的レーザー焼結、溶融付着モデリングなど、又はこれらの組み合わせによって調製さ
れる）の周りに形成することができる。そのような迅速プロトタイプ作成型は、患者の歯
の印象材、患者の歯の型、又は直接歯を走査することによって供給されたデータから製造
することができる。ブラケットは、配置装置を形成する間、例えば、一時的接着剤によっ
て、又は例えば、米国特許出願公開第２００６／０２５７８２１（Ｃｉｎａｄｅｒら）に
記載されたようなガイドとの摩擦嵌めによって適所に保持することができる。圧縮性材料
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は、ステレオリソグラフィ型から取り外した後にブラケット基部に付加することができる
。ブラケットが配置ガイドとの摩擦嵌めによって適所で保持される実施形態では、圧縮性
材料は、ガイド内に配置する前にブラケットに固着することができる。既に存在していな
い場合、硬化性歯科用組成物を、迅速プロトタイプ作成型から取り外した直後から患者の
口に配置する直前までの任意のときに、圧縮性材料に付加することができる。
【０１５７】
　間接的固着方法の他の実施形態では、配置装置に提供された歯科矯正装具は、患者の歯
に固着するために特注舌用装具などの特注基部（必要に応じて、圧縮された圧縮性材料か
ら形成することができる）に固着された圧縮性材料を含むことができる。そのような実施
形態は、米国特許公開第２００９／０２３３２５２号（Ｃｉｎａｄｅｒ）に詳細に記載さ
れている。
【０１５８】
　有利なことに、硬化性歯科用組成物が不充填又は低充填である実施形態では、施術者は
、余分な歯科用組成物（例えば、硬化した又は未硬化の）を歯牙構造から除去する必要が
ないことがある。余分な歯科用組成物を除去することが望ましい場合、不充填又は低充填
歯科用組成物（例えば、硬化した又は未硬化）の除去は、典型的には、施術者若しくは患
者による、水でのすすぎ、練り歯磨きの適用、ブラッシング、又はこれらの組み合わせに
よって行うことができ、そのことが、過剰に（excess highly）充填された硬化した歯科
用組成物を除去する間に起こり得る、装具の移動及び／又はエナメルの損傷のリスクを低
減することができる。別の実施形態では、そのような余分な不充填若しくは低充填の硬化
性又は硬化した歯科用組成物は、例えば、好ましくは歯牙構造を付加的に保護することが
できるシーラントとして歯の上に残ることができる。
【０１５９】
　本発明の目的及び利点を以下の実施例で更に例示する。ただし、これらの実施例に列挙
される特定の材料及びそれらの量、並びに他の条件及び詳細は、本発明を過度に限定する
ものと解釈すべきではないことに留意されたい。別段の指定がない限り、全ての部分及び
百分率は重量基準であり、全ての水は脱イオン水であり、全ての分子量は重量平均分子量
であり、全ての化学物質及び試薬は、Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃｏｒｐ．（Ｓｔ．
Ｌｏｕｉｓ，ＭＯ）から得たものである。
【実施例】
【０１６０】
　本明細書で使用する場合、「ＴＢＳＬＶ」は、３Ｍ　Ｕｎｉｔｅｋ（Ｍｏｎｒｏｖｉａ
，ＣＡ）から商標名ＴＲＡＮＳＢＯＮＤ　Ｓｕｐｒｅｍｅ　ＬＶ商標の低粘性光硬化接着
剤で入手可能な歯科矯正接着剤を指す。
　「ＴＢＸＴ下塗剤」は、３Ｍ　Ｕｎｉｔｅｋ（Ｍｏｎｒｏｖｉａ，ＣＡ）から商標名Ｔ
ＲＡＮＳＢＯＮＤ　ＸＴ商標の下塗剤で入手可能な非充填歯列矯正下塗剤を指す。
　「ＴＢＸＴペースト」は、３Ｍ　Ｕｎｉｔｅｋ（Ｍｏｎｒｏｖｉａ，ＣＡ）から商標名
ＴＲＡＮＳＢＯＮＤ　ＸＴ商標の接着剤で入手可能な充填歯列矯正接着剤を指す。
【０１６１】
　繊維パッドの調製
　ＢＡＳＦ　ＳＥ（Ｌｕｄｗｉｇｓｈａｆｅｎ，Ｇｅｒｍａｎｙ）によるＢ２４ナイロン
樹脂を使用してメルトブローウェブを作成した。以下のような条件で、公称２０インチ（
５０．８センチメートル）幅のウェブのサンプルロールを収集した。約３２０℃の溶融温
度で２２ポンド／時間（１０キログラム／時間）で動作する１．５インチの一軸式スクリ
ュー押出機を使用して、ポリマーを幅２０インチ（５０．８センチメートル）の穿孔オリ
フィスダイに通した。ダイからコレクターまでの距離は６インチ（１５．０センチメート
ル）であった。ウェブの試料は、坪量４４グラム／平方メートル（ｇ／ｍ）で回収し、Ｄ
ａｖｉｅｓ，Ｃ．Ｎ．の「Ｔｈｅ　Ｓｅｐａｒａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ａｉｒｂｏｒｎｅ　Ｄ
ｕｓｔ　ａｎｄ　Ｐａｒｔｉｃｌｅｓ」（Ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｍｅｃｈａｎ
ｉｃａｌ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ，Ｌｏｎｄｏｎ　Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　ＩＢ，１９５
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２）に記載の方法に従って有効繊維径を評価した。空気の温度及び速度を調整して、５．
５マイクロメートルの標的有効繊維径を達成した。
【０１６２】
　基材の調製
　全ての試験試料は、洗浄し円形ポリメチルメタクリレートディスク内に舌側の歯表面を
露出させて部分的に埋め込んだ未切断の牛歯で行なわれた。全ての歯を微粉末のＩｔａｌ
ｉａｎ軽石（Ｓｅｒｖａｌａｂ，Ｉｎｃ．（Ｍａｙｗｏｏｄ，ＮＪ）から得た）で磨き、
次に水で濯ぎ、エアシリンジを使って乾かした。次に、固着する前に、３７％リン酸（３
Ｍ　Ｕｎｉｔｅｋ（Ｍｏｎｒｏｖｉａ，ＣＡ））とＴＢＸＴ下塗剤をそれぞれ使用して、
歯をエッチングし、下塗りした。
【０１６３】
　せん断剥離固着強度の試験手順
　せん断剥離固着強度を、次の標準化された方法を使用して決定した。最初に、それぞれ
の固着された試験片を、ＱＴＥＳＴ／５商標の試験機（ＭＴＳ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｃｏｒ
ｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｅｄｅｎ　Ｐｒａｉｒｉｅ，ＭＮ））に取り付けられた試験治具に歯
肉タイウィングが上向きにされた状態で取り付けた。直径０．２０インチ（０．０５１セ
ンチメートル）の標準的な円形ワイヤを、咬合側タイウィングの下でループにし、試験機
のクロスヘッドに取り付けた。初期のクロスヘッド位置を調節してワイヤを張った後、ブ
ラケットが剥離するまで毎分０．２インチ（毎分５ミリメートル）で上向きに移動させた
。最大抵抗力を記録し、ブラケット基部の測定表面積で割って、固着強度測定を行った。
報告された固着強度値はそれぞれ、１５回繰り返した測定の平均を表す。
【０１６４】
　顕微鏡で観察した破壊面に基づいて残りの被覆率を決定した。この被覆率は、パーセン
トとして表され、固着基部に固着された硬化樹脂の面積を全体の固着ベース面積で割った
ものを表す。
【０１６５】
　実施例１～２と比較例Ａ及びＢのＲｏｃａｔｅｃ処理
　実施例１～２並びに比較例Ａ及びＢは、Ｒｏｃａｔｅｃ法を使用して処理された歯列矯
正ブラケット固着基部を使用した。各固着基部を、３Ｍ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ）から商
標名Ｒｏｃａｔｅｃ　Ｐｌｕｓで入手可能なシリカ被覆アルミナサンドブラスト媒体でサ
ンドブラストした。サンドブラスト処理は、３Ｍ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ）から商標名Ｒ
ｏｃａｔｅｃ　Ｊｒ．で入手可能なブラストモジュールを使用して、約１センチメートル
の距離で２～３秒間実行した。次に、シランの溶液（例えば、３Ｍ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，Ｍ
Ｎ）から商標名３Ｍ　ＥＳＰＥ　Ｓｉｌで入手可能なエタノール中のシラン）を、処理し
た基部面に塗布し、室温で少なくとも５分間乾燥させた。
【０１６６】
　（実施例１～２）
　実施例１～２は、以下の手順によって調整された。最初に、直径約１．３ミリメートル
を有する結合樹脂の球形液滴（約１ミリグラムの結合樹脂に相当）を、ＶＩＣＴＯＲＹ　
ＳＥＲＩＥＳ商標ステンレス鋼歯列矯正ブラケット（３Ｍ　Ｕｎｉｔｅｋ（Ｍｏｎｒｏｖ
ｉａ，ＣＡ）による左上中央のブラケット、部品番号０１７－４０１）の固着面の中心に
正確に配置した。実施例１は、結合接着剤としてＴＢＳＬＶを使用し、実施例２は、結合
接着剤としてＴＢＸＴペーストを使用した。第２に、固着面より少し大きい横寸法を有す
るナイロン繊維パッドを固着面に押し付け、繊維パッドとブラケットのメッシュベースと
の間の結合接着剤を搾り出した。次に、結合接着剤を、ＯＲＴＨＯＬＵＸ商標ＬＥＤ硬化
ランプ（３Ｍ　Ｕｎｉｔｅｋ（Ｍｏｎｒｏｖｉａ，ＣＡ））からの化学線に１０秒間晒し
て硬化させた。次に、はさみを使用して、繊維パッドをボンディングパッドの周囲に沿っ
て切り取って、繊維パッドがボンディングパッドと同じサイズと形状になるようにした。
第３に、ＴＢＸＴ下塗剤を多孔質繊維パッドに、繊維パッドが完全に飽和するまで塗布し
た。
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【０１６７】
　ブラケット接着アセンブリが歯表面に完全に固着するまでブラケット接着アセンブリを
歯表面に押し付けて各試験片を固着した。次に、接着剤をＯＲＴＨＯＬＵＸ商標ＬＥＤ硬
化ランプからの化学線に１０秒間（ブラケットの近心側と遠位側のそれぞれ５秒）晒して
硬化させた。
【０１６８】
　比較例Ａ～Ｃ
　実施例１及び２で使用したものと同じ結合接着剤とＶＩＣＴＯＲＹ　ＳＥＲＩＥＳ商標
ブラケットをそれぞれ使用して、比較例Ａ及びＢを調製した。ただし、実施例１及び２と
異なり、比較例Ａ及びＢの結合接着剤は、固着面に選択的に塗布されなかった。その代わ
りに、過剰な結合接着剤を固着面全体に均一に塗布し、次に、結合接着剤がメッシュベー
スの上面とほぼ同じ高さになるように直線定規を使って拭き取った。繊維パッドのＴＢＸ
Ｔ下塗剤による飽和と歯への固着を含むこの後の工程は、実施例１及び２で使用されたも
のと同一であった。
【０１６９】
　比較例Ｃは、繊維パッドも他の圧縮性材料も含んでいなかった。その代わりに、比較例
Ｃは、従来通りＴＢＸＴペーストで被覆されたＶＩＣＴＯＲＹ　ＳＥＲＩＥＳ商標ブラケ
ットを使用した。各ブラケットをそれぞれの牛歯に取り付けたとき、ＴＢＸＴペーストが
、固着面全体を覆い、過剰なＴＢＸＴペーストが、各ブラケットベースの周囲に押し出さ
れた。この過剰な接着剤をＴＢＸＴペーストの硬化前に除去した。固着が、実施例１及び
２並びに比較例Ａ及びＢに関して前述したように進んだ。
【０１７０】
　実施例１～２と比較例Ａ～Ｃのせん断剥離固着強度及び残りの被覆率の割合を下の表１
に示す。２標本Ｔ検定（ＭＩＮＩＴＡＢ商標１４ソフトウェア、Ｓｔａｔｅ　Ｃｏｌｌｅ
ｇｅ，ＰＡで行なわれた）で、実施例２と比較例Ｂのせん断剥離固着強度の有意差を決定
した。この有意差は、これらの２つの試料間の０．０４１のＰ値によって実証された。
【０１７１】
【表１】
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